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第１編 総 則 

 

第１節 この計画の目的 

    この計画は、災害対策基本法（昭和 36年法律第 223号）第 36条第１項及び第 37

条第１項、大規模地震対策特別措置法（昭和 53 年法律第 73 号）第６条第１項、南

海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法（平成 14 年法律第 92

号）第５条第１項並びに日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の

推進に関する特別措置法（平成 16 年法律第 27 号）第５条第１項の規定に基づき、

文部科学省の所掌事務について、防災に関する必要な事項を定め、もって防災行政

を総合的かつ計画的に推進することを目的とする。 

 

第２節 この計画の目標 

    この計画においては、次に掲げる目標達成に努める。その際、感染症対策につい

ても配慮するものとする。 

 

 (1) 学校その他の教育研究機関（以下「学校等」という。）における幼児、児童、生徒、

学生（以下「児童生徒等」という。）及び教職員、大学の附属病院（以下「大学病

院」という。）における患者等並びに研究開発機関等の関係機関の職員等の生命、

身体の安全を図ること。 

 

 (2) 災害による教育研究遂行上の障害を取り除き、教育研究活動の実施を確保すること。 

 

 (3) 学校等の土地、建物その他工作物（以下「文教施設」という。）及び設備並びに研

究開発機関等の関係機関の土地、施設及び設備の防護、復旧に万全を期すること。 

 

 (4) 防災に関する研究活動等の効率化と強化を図ること。 

 

 (5) 原子力施設及び運搬中の核燃料輸送物（以下「原子力施設等」という。）に係る原

子力災害（原子力災害が生ずる蓋然性を含む。）の発生において、原子力災害対策

本部等の要請に基づき、必要な協力を行い、被害の拡大防止に努めること。 

 

 (6) 被災者の救援活動に関し、的確な連携、協力を行うこと。 

 

 (7）本計画は、今後の科学技術の進展に伴い、その研究成果等を取り入れ、必要に応じ

て修正を行う。 

 

第３節 防災体制の確立 

 第１ 文部科学省における防災体制の整備 

 (1) 防災に関する事務分掌 

  ・ 文部科学省の所掌する防災に関する事務は、文部科学省組織令に規定する大臣官

房及び各局並びにスポーツ庁の所掌事務に係る防災に関する事務とする。その事務

処理は、この防災業務計画において定めた諸計画に基づいて、それぞれ関係局課の

所掌事務に応じ、組織的、計画的に実施するとともに、相互の連絡協調を図り、こ



 
2 

の計画の目標の達成に努める。 

また、政務三役が会議等を通じ防災業務全体を総括し、重要事項について迅速か

つ適切な判断ができるよう、それぞれ関係局課の所掌事務に応じ、必要な情報の収

集及び伝達を組織的、計画的に実施する。 

 

 (2) 文部科学省防災連絡会議 

  ・ 文部科学省の所掌する防災に関する事務について有機的に連携を図り、防災対策

を円滑かつ的確に推進するため、本省に文部科学省防災連絡会議を設置する。 

    文部科学省防災連絡会議の組織及び必要な事項については、別に定める。 

 

 (3) 文部科学省非常災害対策本部等 

  ・ 文部科学大臣は、非常災害が発生し又は発生するおそれがある場合、特に必要が

あると認めるときは、応急対策について万全の措置を講ずるため、本省に文部科学 

省非常災害対策本部を設置する。 

    文部科学省非常災害対策本部の組織及び必要な事項については、別に定める｡ 

    ただし、原子力施設等での事故に関しては、第５編に定めるとおりとする（以下

本節第１(3)～(7)における対策本部等において同じ）。 

 

 (4) 文部科学省災害応急対策本部 

  ・ 相当規模の災害が発生し又は発生するおそれがある場合、特に必要があると認め

るときは、応急対策に関する事務の連絡調整を円滑に行うため、本省に文部科学省

災害応急対策本部を設置することができる。 

    文部科学省災害応急対策本部の組織及び必要な事項については、別に定める｡ 

 

 (5) 文部科学省災害情報連絡室 

  ・ 災害発生後の初動期等における迅速かつ適切な情報収集、連絡活動を行うため、

本省に文部科学省災害情報連絡室を設置することができるものとする。 

    文部科学省災害情報連絡室の組織及び必要な事項については、別に定める｡ 

 

 (6) 災害対策関係省庁連絡会議、政府対策本部等への対応 

  ・ 災害対策関係省庁連絡会議、政府対策本部、政府現地災害対策本部、政府現地調

査団等が開催又は設置された場合、関係職員を参画させ、災害対策の連絡調整等の

円滑な実施に努める。その際、文部科学省非常災害対策本部等と参画させた職員と

の間で、密接な連絡調整を図り、防災業務が総合的かつ有機的に実施されるように

努める。 

 

 (7) 連絡体制、非常参集体制 

  ・ 災害の規模及び程度に応じた防災体制の確立のため、関係職員への情報伝達、非

常参集等を迅速に行う。 

    連絡体制、非常参集体制については、別に定める。その際、首都圏が被災し、通

信が途絶した場合を考慮したものとする。 

 

 (8) 文部科学省を含む首都圏が被災した場合の措置 

  ・ 文部科学省を含む首都圏が被災した場合、職員及び来訪者等の避難、庁舎施設・
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設備の安全点検、応急復旧、職員の安否の確認等の緊急対応や被災時でも継続すべ

き通常業務（以下「非常時優先業務」という。）が円滑に実施されるよう、体制の

整備を図る。 

なお、より具体的な非常時優先業務の体制や内容等については、別に定められる

業務継続計画によることとする。 
 

  ・ 文部科学省において業務を行うことが困難な場合、政府の災害対策本部との連携

に十分留意し、関係機関の協力を得て、代替機能を確保する措置を検討する。 
 

 (9) 関係機関との連携 

  ・ 本計画の実施に当たっては、関係行政機関、地方公共団体、大学その他関係機関

との間で、平素より密接な連絡調整を図り、防災業務が総合的かつ有機的に実施さ

れるよう努める。 
 

 第２ 学校等の防災体制の整備 

  (1) 国立学校等への指導及び助言 

  ・ 国立学校等（国立大学法人等の設置する学校等をいう。以下同じ。）に対し、そ

の防災体制の整備に関し、適切な予防対策、応急対策、復旧対策（以下「災害予防

対策等」という。）の計画及び実施について、文部科学省の所掌事務に関し、指導

及び助言を行い、その防災体制の整備の推進を図る。 
 

 (2) 公立学校及び私立学校への指導及び助言 

  ・ 公立学校（地方公共団体の設置する学校及び公立大学法人の設置する学校をいう。

以下同じ。）及び私立学校（大学、短期大学及び高等専門学校を除く。）等におけ

る災害予防対策等の計画及び実施について、文部科学省の所掌事務に関し、都道府

県又は市町村に対する指導及び助言を行い、防災体制の整備の推進を図る。 
  

 (3) 私立大学等への指導及び助言 

  ・ 私立大学、私立短期大学及び私立高等専門学校（以下「私立大学等」という。）

に対し、その災害予防対策等の計画及び実施について、文部科学省の所掌事務に関

し、指導及び助言を行い、その防災体制の整備の推進を図る。 
 

  第３ 文部科学省所管の独立行政法人、特殊法人等の防災体制の整備 

   ・ 文部科学省所管の独立行政法人、特殊法人等（以下「独立行政法人等」という。）   

に対し、その災害予防対策等の計画及び実施について、文部科学省の所掌事務に関   

し、指導及び助言を行い、その防災体制の整備の推進を図る。  
 

 第４ 広域支援体制の整備 

  ・ 被災地域の国立学校等、都道府県、市町村、私立大学等及び独立行政法人等（以

下「関係機関」という。）への、他の関係機関からの援助活動等の円滑な実施に向

けて、関係機関に対し広域的な支援体制が整備されるよう、指導及び助言を行う。 

また、被災地域から要請があった場合には、必要に応じて他の関係機関からの職

員の派遣のあっせんを行う。 
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第２編 地震災害対策 

 

第１章 災害予防 

 

第１節 防災に関する計画等の整備 

  ・ 学校等において、災害時の安全確保方策、日常の安全指導体制、教職員の参集体

制、情報連絡体制等の防災に関する計画及び対応マニュアル等の整備が図られるよ

う、関係機関に対し、指導及び助言を行う。 

 

  ・ 学校等の防災計画の作成については、学校等が指定避難所等（災害対策基本法に

おける「指定緊急避難場所」及び「指定避難所」のことをいう。以下同じ。）とな

った場合の運営方法、施設使用上の留意点も含め、災害対策担当部局やＰＴＡ、自

主防災組織等と連携しつつ、適切な計画が作成されるよう、関係機関に対し、指導

及び助言を行う。 

  

  ・ 対応マニュアルの作成については、災害発生時別の避難、保護者への引渡し又は

学校での保護方策、臨時休業等の措置等、児童生徒等の安全確保が適切に行われる

ものとなるよう、関係機関に対し、指導及び助言を行う。 

 

第２節 防災上必要な教育の実施 

 (1) 学校における防災教育等の充実 

  ・ 災害時における児童生徒等の安全の確保及び防災対応能力育成のため、防災上必

要な安全教育や自他の生命尊重の精神、ボランティア精神を培うための教育の徹底

が図られるよう、関係機関に対し、指導及び助言を行う。 

 

  ・ 学校の教職員の災害、防災に関する専門的知識のかん養及び応急処置、カウンセ

リング等の技能の向上を図り、防災対応能力を高めるよう、関係機関に対し、指導

及び助言を行う。 

 

 (2) 関係職員に対する教育 

  ・ 関係職員の災害、防災に関する知識のかん養及び技能の向上を図り、防災対応能

力を高めるため、防災関係の指導資料の作成、配布、講習会の実施等を促進する。 

 

 (3) 防災意識の普及 

  ・ 公民館等社会教育施設及びＰＴＡ、青年団体、婦人団体等社会教育関係団体並び

に独立行政法人日本スポーツ振興センター、独立行政法人国立青少年教育振興機構

その他の関係団体の諸活動を通じ、防災意識の普及を図る。 

 

第３節 防災上必要な訓練の実施 

 (1) 文部科学省における防災訓練 

  ・ 原則として毎年９月１日に行うほか、必要に応じ適宜行う。 

 

  ・ 具体的に訓練の目的や災害種別・規模等を想定し、文部科学省防災業務計画に基
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づき、情報収集、伝達訓練、非常参集訓練、本部設置訓練、応急対策訓練等の必要

な訓練を実施する。 

 

  ・ 政府の総合防災訓練、関係機関等の行う防災訓練に積極的に関係職員を参加させ、

防災業務に関する連携に努める。 

 

 (2) 学校等の防災訓練 

  ・ 学校等において、各々の防災に関する計画に基づき家庭や地域、関係機関等との

連携を図りつつ、児童生徒等、学校及び地域の実情に即して、多様な場面を想定し

た避難訓練、情報伝達訓練等の防災上必要な訓練の徹底が図られるよう、関係機関

に対し、指導及び助言を行う。 

 

第４節 文教施設・設備等の災害予防対策 

    災害時の被害を最小化する「減災」の考え方を踏まえ、災害による文教施設・設

備及びその他の文部科学省関係施設・設備の被害を予防し、人命の安全を確保し、

教育研究活動その他の活動遂行上の障害を取り除くため、設置者は次の計画につい

て実施するとともに、文部科学省は関係機関に対し、指導及び助言並びに援助を行

う。 

    また、令和５年６月に改正された「強くしなやかな国民生活の実現を図るための

防災・減災等に資する国土強靱化基本法（平成 25年法律第 95 号）」やそれに基づ

き策定された「国土強靱化基本計画」（平成 26年６月３日閣議決定、平成 30年 12

月 14日、令和５年７月 28日改訂）を踏まえ、学校施設等の耐震化や老朽化対策、

防災機能強化等を推進する。 

 

 第１ 文教施設の安全性の向上 

  ・ 文教施設を火災、地震、暴風雨等の災害から防護するため、これらの施設の整備

に当たっては、十分な耐震性を確保し、文教施設の用途や立地などの地域の実情を

考慮した上で、不燃化及び堅ろう化を促進する。 

 

  ・ 既存施設については耐震診断等に基づき、必要に応じ、補強、改築等の予防措置

を講ずる等の施策を推進する。 

    また、電気、ガス、給排水設備等のライフライン、及び天井、照明器具等の非構

造部材等についても、災害時における被害を最小限にとどめるため、定期的に安全

点検を行い、危険箇所、補修箇所等の補強、補修等の予防措置を講ずる。 

 

  ・ 校地の選定、造成及び演習林の管理をする際は、地震、暴風雨等の災害に対する

安全性に留意し、適切な予防措置を講ずる。 

 

 第２ 防災機能の整備 

  ・ 災害時に学校等及び大学病院において、迅速かつ適切な消防、避難及び救助が実

施できるよう、必要な消防、避難及び救助に関する施設・設備等の整備を促進する。 

    その際、学校等及び大学病院における飲料水、食料、燃料、生活必需品及び緊急

医療用資材等の備蓄の整備に留意する。 
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  ・ 地域防災計画に指定避難所等として位置付けられた学校等の施設については、周

辺住民を収容することも想定し、教育施設としての機能向上を図りつつ、必要に応

じた防災機能の整備、充実を促進する。 

 

 第３ 設備・備品の安全対策 

  ・ 震災等の災害において、設備・備品の転倒、破損等による被害を防護するため、

テレビ、パソコン、事務機器、図書館の書架、医療機器等の固定、転倒防止対策や、

薬品、実験実習機器等危険物管理の徹底を図る等適切な予防措置を講ずる。 

 

 第４ 清掃防疫その他の保健衛生対策 

  ・ 災害発生時における児童生徒等及び教職員並びに大学病院における患者等の保健

衛生に留意し、建物内外の清掃、飲料水の浄化及び感染症の予防等の措置並びにそ

れらに必要な防疫用薬剤及び機材の確保を行う。 

 

 第５ 危険物等の保安対策 

・ 学校等において管理する電気、ガス（高圧ガスを含む。）、危険薬品、アルコー

ル、石油その他の危険物の保安に関し、災害発生時におけるこれらの使用の停止、

又は安全な場所への移動などについてあらかじめ計画を定める等適切な予防措置

を講ずる。 

 

  ・ 放射性物質、病原微生物及び実験動物を管理する大学等においては、これらに伴

う災害を防止するため、関係法令に従い、適切な災害予防措置を講ずる。 

 

   ・ 原子炉等を設置する大学等においては、原子炉等による災害を予防するため、関

係法令に従い、適切な災害予防に関する措置を講ずる。 

 

 第６ 文教施設・設備以外の施設・設備の災害予防対策 

  ・ 文教施設・設備以外の施設・設備について上記第１から第５までに準じた措置を

講ずる。 

 

第５節 災害対策担当部局との連携強化 

学校等が災害時の指定避難所等並びにボランティア活動拠点、応急仮設住宅の建

設用地として利用される場合に備え、防災機能の充実、指定避難所等としての円滑

な運営、早期の教育機能の回復への配慮などに関し、災害対策担当部局との連携が

図られるよう関係機関に対し指導及び助言を行う。 

 

第６節 防災に関する研究活動等の効率化と強化 

    防災に関する研究活動等の効率化と強化を図るため、次の計画について、実施し、

又は、関係機関等に対し指導及び助言を行う。 

 

 

 第１ 防災に関する科学技術の総合的推進 

  ・ 防災に関する科学技術について、基本政策の企画、立案及び推進並びに関係行政

機関の事務の総合調整等を通じ、その総合的推進を図る。 



 
7 

 

 第２ 防災に関する研究活動等の推進 

  ・ 地震・津波、水害・土砂災害、火山噴火などの自然災害に対する防災に関する研

究活動等を促進するため、大学及び関係各省庁の研究開発機関等の連携を推進する

こと等により、共同研究の促進、研究情報の交換等を実施し、研究活動等の効率化

と強化を図るよう必要な措置を講ずる。 

 

 第３ 大学等における研究体制等の整備 

  ・ 大学等における研究体制及びその研究施設・設備の整備を図る。 

 

 第４ 防災科学技術研究所における研究開発の推進 

  ・ 国立研究開発法人防災科学技術研究所における防災科学技術に関する業務を総合

的に推進するため、必要な措置を講ずる。 

 

 第５ 国立研究開発法人等に対する指導等 

  ・ 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構、国立研究開発法人日本原子力研究開発

機構その他の国立研究開発法人等における防災に関する研究開発を促進するため、

指導その他の必要な措置を講じる。 

 

第７節 地震調査研究推進本部に関する業務の実施 

    地震防災対策特別措置法（平成７年法律第 111号）において、地震調査研究推進

本部は、地震に関する観測、測量、調査及び研究の推進についての総合的かつ基本

的な施策の立案、関係行政機関の地震に関する調査研究予算等の事務の調整、地震

に関する総合的な調査観測計画の策定を行うとともに、地震に関する観測、測量、

調査又は研究を行う関係行政機関、大学等の調査結果等を収集・整理・分析の上、

総合的な評価を行い、これに基づく広報を行うものとされており、これらに関する

事務を円滑に実施するため、地震調査研究推進本部の庶務を適切に実施するととも

に、地震調査研究推進本部の方針に基づき、関係省庁との密接な連携の下に必要な

業務を実施する。 

 

 

第２章 災害応急対策 

地震災害発生の場合は、次に掲げる応急措置を講ずる。 

 

第１節 情報の収集、伝達 

 (1) 発災情報の把握 

  ・ 気象庁等関係省庁との連絡を密にし、災害に関する情報の収集を図るほか、テレ

ビ、ラジオ、インターネット等の情報にも留意し、広範な情報の把握に努める。 

 

 (2) 被害情報の収集・伝達 

  ・ 災害の規模、程度に応じ、迅速に情報収集に関する体制をとる。 

 

  ・ 被害情報について被災地域の関係機関から必要な情報を収集する。情報収集の迅

速化・効率化を図るため、文教施設企画・防災部参事官（施設防災担当）付は、被
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害情報の概要資料（被害報）の作成に必要な情報を関係機関から収集し、それらの

情報を各局課に共有する。各局課は事務分掌に基づきその他必要な情報を収集し、

文教施設企画・防災部参事官（施設防災担当）付（文部科学省非常災害対策本部が

設置された場合は、非常災害対策本部）に報告する。 

 

  ・ 情報の収集は災害発生後、できるだけ迅速に行い、順次精度を上げるよう努める。 

 

  ・ 災害により電話、インターネット等の通信が途絶した場合、携帯電話等の通信機

器やテレビ、ラジオ等の活用のほか、必要に応じ、本省の職員等を現地に派遣する

ことや都道府県に対し区域内の被災した市町村へ職員の派遣を依頼するなど、あら

ゆる手段での情報の収集、伝達に努める。 

 

第２節 災害時における広報活動 

学校等の被害状況、活動状況、応急対策の措置状況等、災害対策上必要な情報に

ついて、必要に応じ、文部科学省ホームページに掲載するとともに新聞、テレビ、

ラジオその他の報道機関を通じ、正確に伝達するよう努める。 

 

第３節 学校等における安全対策 

 (1) 児童生徒等の安全の確保 

・ 災害の状況に応じ、児童生徒等の安全対策や保護者を含めた安否確認等を速やか

に実施するよう、関係機関に対し、指導及び助言を行う。 

 

 (2) 大学病院の患者等の安全の確保 

  ・ 大学病院においては、災害の状況に応じ、患者等の安全な場所への避難及び医療

機関への収容等を適切に行い、患者等の安全対策に万全を期するよう、関係大学に

対し指導及び助言を行う。 

 

第４節 教育に関する応急措置 

 (1) 施設・設備の安全点検、応急復旧等 

  ・ 災害発生後、二次災害の防止や学校再開等のため、施設・設備の安全点検をでき

るだけ早急に行い、被災により教育の実施が困難となった場合、必要に応じ、危険

建物の撤去、応急復旧や仮設校舎の設置、仮運動場の確保等の措置が講じられるよ

う、関係機関に対し、指導及び助言を行う。 

 

  ・ 施設・設備の安全点検に関し、被災地域の関係機関の要請に基づき、必要に応じ、

技術職員の派遣等技術的支援の実施に努める。 

 

 (2) 教育に関する応急措置に対する援助 

  ・ 被害を受けた児童生徒等の教科書の確保に関して必要な措置を講ずるとともに、

都道府県等に対し、指導及び助言を行う。 

    また、被害を受けた児童生徒等の学用品の確保に関して当該市町村への援助等の

必要な措置を講ずるとともに、関係機関に対し、指導及び助言を行う。  

    さらに、必要に応じ、関係団体等に援助の要請を行う。 
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  ・ 学校給食物資の確保及び応急給食の実施に関して必要な措置を講ずるとともに、

関係機関に対し、指導及び助言を行う。 

    また、必要に応じ、関係団体等に援助の要請を行う。 

 

 (3) 児童生徒等の転入学に関する措置 

  ・ 被災地から一時的に転学する児童生徒等に対し、災害の状況に応じ、速やかに転

入学の受入れ及び教科書の支給が行われるよう必要な措置を講ずるとともに、都道

府県等に対し、指導及び助言を行う。 

        また、転学した児童生徒等に対し、速やかに学用品の支給が行われるよう当該市

町村への援助等必要な措置を講ずるとともに、関係機関に対し、指導及び助言を行

う。 

 

 (4) 教職員の補充措置 

  ・ 教職員の被災に伴う補充措置に関して、都道府県及び各学校の設置者等に対し指

導・助言を行う。 

 

 (5) 卒業、入学試験、就職活動に対する措置 

  ・ 教育に関する応急措置の期間が卒業、入学試験、就職等の時期に及ぶ場合は、必

要に応じ、その円滑な実施のため適切な措置を講ずるとともに、関係機関に対し、

指導及び助言を行う。 

 

第５節 児童生徒等及び教職員の健康管理  

災害後、精神的に大きな障害を受けた児童生徒等や教職員の心身の健康状態を把

握するとともに、心身の健康が保（たも）てるよう、心の健康相談活動等の支援体

制の整備等、関係機関に対し、指導及び助言を行う。 

 

第６節 学校再開時等の清掃防疫その他の保健衛生管理 

学校教育活動等の再開時における児童生徒等及び教職員並びに大学病院におけ

る患者等の保健衛生に留意し、管理が適切に行われるよう、関係機関に対し、指導

及び助言を行う。  

 

第７節 災害発生時における危険物等の保安 

  ・ 放射性物質、病原微生物及び実験動物を管理する大学等に対し、災害発生時にお

けるこれらの保安のため、使用の停止又は安全な箇所への移動等必要な措置に関

し、指導及び助言を行う。 

 

  ・ 原子炉等を設置する大学等に対し、災害発生時に原子炉等の放射能汚染の拡大を

防止するため、管理上必要な措置に関し、指導及び助言を行う。 

 

第８節 被災者の救護活動への連携、協力 

 (1) 物資等の援助 

  ・ 被災地域の関係機関の要請に基づき、必要に応じ、物資、食料、被災者受入れ施

設の提供等の援助の促進が図られるよう、関係大学及び関係機関に対し、協力を要

請する。 
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    また、必要に応じ、学校給食施設等を活用した炊き出しについて、関係都道府県

及び関係機関に対し、協力を要請する。 

 

 (2) 大学病院の救急医療活動 

  ・ 大学病院に対し、迅速かつ円滑な被災地域の患者の受入れに協力するよう要請す

る。 

 

  ・ 大学病院に対し、迅速かつ円滑な被災地域への医療チームの派遣及び医薬品等の

搬入に協力するよう要請する。 

 

  ・ 患者の搬送、医療チームの派遣、医薬品等の搬入に関しては、必要に応じ、緊急

輸送として関係省庁に要請するなど、被災地と周辺地域の円滑な輸送が行えるよう

努める。 

 

 (3) 教職員の救援活動等への配慮 

  ・ 関係機関に対し、災害の状況に応じ、教職員が災害救援活動等に積極的に協力で

きるよう、配慮を要請する。 

    また、公立学校の教職員が、災害救援業務に従事する場合の人的支援体制の整備

について、都道府県等に対し、指導及び助言を行う。 

 

 (4) 学生ボランティアへの支援 

・ 学生がボランティア活動に参加しやすいような環境づくりをするよう、大学等に

対し要請する。 

 

 (5)帰宅困難者への支援 

  ・ 首都圏を始めとする大都市圏においては、公共交通機関が運行を停止した場合、

自力で帰宅することが困難な帰宅困難者が大量に発生することから、「むやみに移

動しない」という基本原則の広報等により、一斉帰宅の抑制を図るとともに、必要

に応じて、滞在場所の確保等の帰宅困難者等への支援を行う。 

 

第９節 地震調査研究推進本部に関する業務の実施 

被害地震等の発生に際して地震調査研究推進本部地震調査委員会が臨時に地震

活動の評価を行うに際し、その庶務を適切に処理する。 

 

 

第３章 災害復旧、復興 

 

第１節 復旧、復興事務体制の整備 

 (1) 文部科学省復興対策本部 

  ・ 災害復旧、復興対策について万全の措置を講ずるため、特に必要があると認める

ときは、本省に文部科学省復興対策本部を設置する。 

    文部科学省復興対策本部の組織及び必要な事項については、別に定める。 

 

 (2) 文部科学省災害復旧現地調査対策室 
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  ・ 文教施設・設備の災害復旧に当たり、調査、災害査定等を迅速に実施するため、

特に必要があると認めるときは、本省に文部科学省災害復旧現地調査対策室を設置

することができる。 

 

第２節 文教施設・設備等の復旧 

  ・ 被災した文教施設・設備及びその他の文部科学省関係施設・設備について、可能

な限り迅速かつ円滑な復旧事業の促進を図るよう努めるとともに、関係機関に対

し、指導及び助言を行う。 

 

  ・ 被災地域の関係機関の要請に基づき、必要に応じ、災害復旧計画等の策定に関し、

技術的支援の実施に努める。 

 

  ・ 文教施設・設備及びその他の文部科学省関係施設・設備の災害復旧事業について、

次の措置を迅速かつ的確に講ずるとともに、関係機関に対し、指導及び助言を行う。 

    また、災害の規模、程度により、必要に応じ、事業の円滑な実施に資するため、

特別の措置について検討する。 

  ア．国立学校等の施設・設備の災害復旧事業 

「国立大学法人施設整備費補助金交付要綱」等による国立学校等の施設の災害復

旧事業に対する補助等 

  イ．公立の文教施設・設備の災害復旧事業 

   １．「公立学校施設災害復旧費国庫負担法（昭和 28 年法律第 247 号）」及び「公立

諸学校建物其他災害復旧費補助金交付要綱」による公立学校の施設の災害復旧事

業に対する補助 

   ２．「激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律（昭和 37年法律第

1 5 0号）」による措置 

    a. 「公立学校施設災害復旧費国庫負担法」の規定の適用を受ける公立学校の施設

の災害復旧事業に対する特別の財政援助 

      b. 公立の公民館、図書館、体育館その他の社会教育に関する施設の建物等の災害

復旧事業に対する補助 

  ウ．私立学校の施設・設備の災害復旧事業 

   １．「激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律」による私立学校

の施設の建物等の災害復旧事業に対する補助 

   ２．「日本私立学校振興・共済事業団法（平成９年法律第 48号）」による被災私立

学校施設の災害復旧に必要な資金の貸付けに関する必要な措置 

  エ．独立行政法人等の施設・設備の災害復旧事業 

所管の独立行政法人についての、各種補助金交付要綱による施設の災害復旧事業

に対する補助 

 

第３節 教育研究活動の再開 

 (1) 教育研究活動の早期再開 

  ・ 被災地域の学校等において、被災後、可能な限り早期に教育研究活動を再開でき

るよう、必要に応じ、関係機関に対し、指導及び助言を行う。 

 

 (2) 児童生徒等及び教職員に対する援助 
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  ・ 教育活動の再開に当たって、児童生徒等及び教職員に対する援助を行うため、次

の措置を講ずるとともに、関係機関に対し、指導及び助言を行う。また、災害の規

模、程度により、必要に応じ、事業の円滑な実施に資するため、特別措置について

検討する。 

  ア．災害に伴う「就学困難な児童及び生徒に係る就学奨励についての国の援助に関す

る法律（昭和 31年法律第 40号）」、「学校保健安全法（昭和 33 年法律第 56 号）」、

「学校給食法（昭和 29年法律第 160号）」による補助金の交付に関すること。 

  イ．災害に伴う特別支援教育就学奨励費の交付に関すること。 

  ウ．災害を受け、修学困難になった学生等に対する独立行政法人日本学生支援機構に

よる学資の給付及び貸与等に関し必要な措置を講ずること。 

  エ．被災教職員に対する救済措置に関すること。 

 

 (3) 学生生活の支援 

  ・ 災害により、下宿、アパート等居住場所を失った学生、生徒に対し、必要に応じ、

住宅を確保するため、関係機関に支援を要請するとともに、大学等において住宅情

報の提供、あっせんが行われるよう指導及び助言を行う。 

 

  ・ 被災した外国人留学生が、所期の留学目的を達成できるように、必要な支援措置

を講ずるよう努めるとともに、大学等に対し、指導及び助言を行う。 

 

 

第４章 地域防災計画の作成の基準 

文部科学省の所掌事務に関し、地域防災計画の作成の基準となるべき事項は、おおむね

次の事項のとおりとする。 

 

第１節 災害予防に関する事項 

第１ 防災に関する計画等の整備に関する事項 

(1) 学校等における防災に関する計画及び対応マニュアル等の整備に関すること。 

(2) 災害時における学校等との情報連絡体制の整備に関すること。 

 

第２ 防災上必要な教育に関する事項 

(1) 学校における児童生徒等に対する防災上必要な安全教育やボランティア精神を培う

ための教育及び教職員の防災対応能力の向上に関すること。 

(2) 防災関係の指導資料の作成及び配布、講習会の実施等並びに関係職員の災害及び防

災に関する専門的知識のかん養及び技能の向上に資する方策に関すること。 

(3) 一般住民の防災に関する認識を高めるための防災意識の普及に関すること。 

 

第３ 防災上必要な訓練に関する事項 

(1) 学校等における防災上必要な訓練に関すること。 

(2) 学校等が参加する防災上必要な訓練に関すること。 

(3) 関係職員に対する防災上必要な訓練に関すること。 

 

第４ 文教施設・設備の災害予防対策に関する事項 

(1) 文教施設の施設整備の際の耐震性の確保、不燃化及び堅ろう化の促進並びに非構造
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部材についての安全点検等に関すること。 

(2) 災害時の迅速かつ適切な消防、避難及び救助のための施設・設備等の整備の促進並

びに防災上必要な物資の備蓄に関すること。 

(3) 災害時の設備、備品の転倒・破損等の防止対策や薬品等危険物の管理に関すること。 

(4) 校地の選定、造成等をする場合の適切な災害予防措置に関すること。 

 

第２節 災害応急対策に関する事項 

第１ 気象及び災害情報の収集、伝達に関する事項 

・ 災害が発生するおそれがある場合の気象及び災害情報の収集並びに学校等におけ

る児童生徒等及び教職員等に対する災害に関する予報、警報及び警告の伝達に関す

ること。 

 

第２ 施設・設備の緊急点検等に関すること 

・ 災害が発生するおそれがある場合の施設・設備の緊急点検及び重要な教材、教具、

書類等の安全な箇所への移動等被災防止措置に関すること。 

 

第３ 児童生徒等の安全対策に関する事項 

・ 発災時や災害の状況に応じた児童生徒等の安全確保に係る適切な措置に関するこ

と。 

 

第４ 教育に関する応急措置に関する事項 

(1) 災害の発生時又は発生するおそれがある場合の学校において臨時に授業を行わない

こと等の措置に関すること。 

(2) 二次災害の防止や学校再開等のための施設・設備の安全点検、被災状況に応じた応

急復旧、仮設校舎の設置等の措置に関すること。 

(3) 児童生徒等の教科書、学用品の確保、学校給食物資の確保及び応急給食の実施に関

して当該市町村への援助等の教育に関する応急措置に関すること。 

(4) 被災地から一時的に転学する児童生徒等に対する、迅速な転入学の受入れ及び教科

書、学用品等の支給に関すること。 

(5) 教職員の被災に伴う補充措置に関すること。 

(6) 教育に関する応急措置の期間が卒業、入学試験、就職等の時期に及ぶ場合のその円

滑な実施のための措置に関すること。 

 

第５ 災害発生時における清掃防疫その他の保健衛生に関する事項 

・ 災害発生時における児童生徒等及び教職員等の保健衛生に留意した建物内外の清

掃、飲料水の浄化及び感染症の予防等の措置並びにそれらに必要な防疫用薬剤及び

機材の確保に関すること。 

 

第６ 災害時における危険物等の保安に関する事項 

・ 災害発生時における電気、ガス（高圧ガスを含む。）、危険薬品、アルコール、

石油等その他の危険物の保安について必要な措置に関すること。 

 

第７ 被災者の救護活動への連携・協力に関する事項 

(1) 学校等が指定避難所等となる場合の円滑な運営等に関する学校と災害対策担当部局
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との連携に関すること。 

その際の、早期の教育機能の回復の観点からの、施設使用上の留意点についての事

前の備えや災害後の対応に関すること。 

(2) 学校等の施設が災害時のボランティアの活動拠点として利用される場合の必要な措

置等に関すること。 

 

第３節 災害復旧に関する事項 

第１ 文教施設の復旧に関する事項 

・ 被災した文教施設・設備についての迅速かつ円滑な災害復旧事業の実施のための

措置に関すること。 

 

第２ 教育活動の再開に関する事項 

(1) 被災地域の学校等における早期の教育活動の再開のための措置に関すること。 

(2) 教育活動の再開に当たって、授業料の減免、学資の貸与、就学援助等の被災した児

童生徒等及び教職員に対する援助等に関すること。 

(3) 被災により、精神的に大きな障害を受けた児童生徒等の心の健康の問題に対応する

ための措置に関すること。 
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第３編 津波災害対策 

 

第１章 災害予防 

津波災害については、第２編 第１章（第７節を除く。）によるほか、次に掲げる災害

予防に関する措置を講ずる。 

 

第１節 防災に関する計画等の整備 

迅速な対応が迫られるため、避難経路、指定避難所等の設定及び点検や児童生徒

等の保護者への引渡しの基準及び方法の設定等、あらかじめ対応マニュアルを作成

し、そのマニュアルに基づいた訓練を通して、避難完了するまでの時間の把握、明

らかになった課題等の改善を行うことにより、児童生徒等の安全確保が適切に行わ

れるものとなるよう、関係機関に対し、指導及び助言を行う。 

    さらに、外部の専門家の確認及び助言を受け改善を図る等、対応マニュアルが、

一層充実したものとなるよう、関係機関に対し、指導及び助言を行う。 

 

第２節 学校等における発災時への備え 

  ・ 津波災害が発生するおそれがある学校等において、最大クラスの津波を想定し、

素早い避難行動を行うことや、その際、状況に応じてあらかじめ設定した指定避難

所等の変更を行うこと等、児童生徒等の安全対策が万全になされるよう、関係機関

に対し、指導及び助言を行う。 

 

  ・ 保護者への引渡しについては、状況に応じて引渡しが適切かどうか判断する等、

児童生徒等の安全確保が最優先されるよう、関係機関に対し、指導及び助言を行う。 

 

第３節 文教施設等の災害予防対策 

津波災害が発生するおそれがある学校等において、迅速かつ適切な避難及び救助

が実施できるよう、敷地が確保できる場合には安全な高台等に施設を整備すること

や、近隣高台、屋上等への避難路、避難階段を整備することなど、必要に応じた災

害予防対策が図られるよう、関係機関に対し、指導及び助言を行う。 

 

 

第２章 災害応急対策 

地震等の発災後、津波災害が発生するおそれがある場合については、第２編 第２章 

第１節から第８節までによるほか、次に掲げる応急措置を講ずる。 

 

第１節 気象及び災害情報の収集、伝達 

  ・ 津波災害が発生するおそれがある場合、気象官署その他関係機関との緊密な連絡

を保ち、テレビ、ラジオ等の情報にも留意し、気象及び災害情報の収集に努める。 

 

  ・ 学校等において、児童生徒等及び教職員並びに大学病院の患者等に、津波災害に

関する予報、警報及び警告を迅速かつ正確に伝達するよう、関係機関に対し、指導

及び助言を行う。 
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第２節 児童生徒等の安全対策 

   ・ 学校教育活動時中に津波災害が発生するおそれがある場合、最大クラスの津波を

前提とし、素早い避難行動を行うことにより、児童生徒等の安全対策に万全を期す

るよう、関係機関に対し、指導及び助言を行う。 

 

 ・ 強い揺れを伴わないいわゆる津波地震や遠地地震、火山噴火等による津波が発生

するおそれがある場合、臨時に授業を行わないこと等の措置を適切に講じ、児童生

徒等及びその保護者に当該措置が確実に伝達されるよう、関係機関に対し、指導及

び助言を行う。 

 

 ・ 大学病院における患者等について、安全確保のため、最大クラスの津波を前提と

し、必要に応じ、安全な場所への集団避難を適切に行い、患者の安全対策に万全を

期するよう、指導及び助言を行う。 

 

 

第３章 災害復旧、復興 

    第２編 第３章による。 

 

 

第４章 地域防災計画の作成の基準 

    第２編 第４章による。 
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第４編 風水害、火山災害その他の災害対策 

 

第１章 災害予防 

 第２編 第１章（第７節を除く。）によるほか、次に掲げる災害予防に関する措置を講

ずる。 

 

第１節 火山調査研究推進本部に関する業務の実施 

火山災害の予防については、活動火山対策特別措置法（昭和 48年法律第 61号）

において、火山調査研究推進本部は、火山に関する観測、測量、調査及び研究の推

進についての総合的かつ基本的な施策の立案、関係行政機関の火山に関する調査研

究予算等の事務の調整、火山に関する総合的な調査観測計画の策定を行うととも

に、火山に関する観測、測量、調査又は研究を行う関係行政機関、大学等の調査結

果等を収集し、整理し、及び分析し、並びにこれに基づき総合的な評価を行い、こ

れに基づく広報を行うものとされており、これらに関する事務を円滑に実施するた

め、火山調査研究推進本部の庶務を適切に実施するとともに、火山調査研究推進本

部の方針に基づき、関係省庁との密接な連携の下に必要な業務を実施する。 

 

 

第２章 災害応急対策 

 第２編 第２章 第１節から第８節までによるほか、次に掲げる応急措置を講ずる。 

 

第１節 気象及び災害情報の収集、伝達 

  ・ 災害が発生するおそれがある場合、気象官署その他関係機関との緊密な連絡を保

ち、テレビ、ラジオ等の情報にも留意し、気象及び災害情報の収集に努める。 

 

  ・ 学校等において、児童生徒等及び教職員並びに大学病院の患者等に、災害に関す

る予報、警報及び警告を迅速かつ正確に伝達するよう、関係機関に対し、指導及び

助言を行う。 

 

第２節 児童生徒等の安全対策 

 (1) 臨時休業等の措置 

  ・ 災害が発生するおそれがある場合、授業を実施することが困難と思われるときに

は、臨時に授業を行わないこと等の措置を適切に講じ、児童生徒等及びその保護者

に対し、当該措置が確実に伝達されるよう、関係機関に対し、指導及び助言を行う。 

 

 (2) 学校等における安全対策 

  ・ 学校教育活動時中に災害が発生するおそれがある場合は、予測される災害の規模

等を勘案し、必要に応じ、臨時に授業を行わないこと等の措置を適切に講じ、保護

者への引渡し、学校での適切な保護又は児童生徒等の安全な場所への集団避難等を

適切に行い、児童生徒等の安全対策に万全を期するよう、関係機関に対し、指導及

び助言を行う。 

 

  ・ 大学病院における患者等について、安全確保のため、予測される災害の規模等を
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勘案し、必要に応じ、安全な場所への集団避難を適切に行い、患者の安全対策に万

全を期するよう、指導及び助言を行う。 

 

第３節 施設・設備の緊急点検等 

  ・ 災害が発生するおそれがある場合、学校等において施設・設備の緊急点検及び巡

視を実施するとともに、必要に応じ、被災防止措置が適切に講じられるよう、関係

機関に対し、指導及び助言を行う。 

 

  ・ 災害が発生するおそれがある場合、必要に応じ、重要な教材、教具、書類等の損

失、損傷を防護し、安全な箇所への移動等、適切な管理が行われるよう、関係機関

に対し、指導及び助言を行う。 

 

第４節 火山調査研究推進本部に関する業務の実施 

火山災害が発生し又は発生が予想される場合に際して火山調査研究推進本部火

山調査委員会が臨時に火山活動の評価を行うに際し、その庶務を適切に処理する。 

 

 

第３章 災害復旧、復興 

    第２編 第３章による。 

 

 

第４章 地域防災計画の作成の基準 

    第２編 第４章による。 
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第５編 原子力災害対策 

 

この編においては、防災基本計画第 12 編原子力災害対策編及び原子力災害対策マニュ

アル（以下「防災基本計画等」という。）で規定されている文部科学省の所掌事務につい

て、原子力災害対策に関する必要な事項等について定める。 

 

第１章 災害予防 

 

第１節 連絡体制の整備 

・ 夜間、休日の場合等においても対応できるよう、情報の収集体制、連絡体制、非

常参集体制の一層の整備、充実を図る。 

 

・ 警戒事態、施設敷地緊急事態及び全面緊急事態における文部科学省と関係機関と

の間の連絡のための通信手段の確保を図る。 

 

第２節 災害応急体制の整備 

被ばく医療に係る医療チーム並びに必要な資機材について、その組織及び動員体

制の整備、維持に必要な措置を講じる。 

 

第３節 教育、訓練 

必要に応じて、応急活動のためのマニュアルを作成し、職員に周知するとともに、

緊急時に対処するための体制を随時確認し、緊急時における職員の対応能力の向上

を図る。 

  また、原子力規制委員会、地方公共団体、原子力事業者等が共同して行う総合的

な防災訓練に職員を参加させ、実践的な防災活動の習熟に努める。 

   

第４節  学校等における原子力防災上必要な措置等 

学校等においては、原子力災害に関しても、第２編 第１章 第１節から第３節

までに準じて、防災計画の整備、防災教育等の充実、防災意識の普及、学校等の防

災訓練の実施が図られるよう、関係機関に対し、指導及び助言を行う。 

 

第５節 原子力災害医療体制の支援 

国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構（以下「量子機構」という。）の原

子力災害医療体制の実効性向上に向けた取組に対する支援を図る。 

 

 

第２章 災害応急対策 

 

第１節 情報の収集・連絡及び通信手段の確保 

第１ 警戒事態及び施設敷地緊急事態発生時の連絡等 

・ 原子力規制委員会から、原子力施設等に係る警戒事態発生の連絡があった場合に

は、施設敷地緊急事態への進展に備え、非常参集要員、関係機関等との情報連絡体

制を確保し、必要に応じて、相互の連絡を密にする。 
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・ 原子力規制委員会から、原子力施設等に係る施設敷地緊急事態発生の連絡があっ

た場合には、直ちに関係省庁事故対策連絡会議等に職員を派遣し、施設敷地緊急事

態の概要、全面緊急事態への進展の見通し等、事故情報等について、常時継続的に

必要な情報の把握及び共有を図るとともに、関係機関との情報連絡を密にする。 

 

・ 原子力災害が文部科学省所管の施設（大学・研究機関等の所有に係る試験炉等）

で発生した場合は、事態の大きさに応じて、担当部局において、事故発生施設の状

況把握等のための情報連絡体制を確保する。 

 

第２ 原子力緊急事態宣言発出後の連絡等 

・ 原子力規制委員会から、原子力施設に係る全面緊急事態発生の連絡があった場合

には、直ちに原子力規制庁緊急時対応センター（以下「ＥＲＣ」という。）、緊急

事態応急対策等拠点施設等に所定の会議又は原子力災害対策本部事務局の機能班

の構成員となる職員を派遣し、緊急事態応急対策活動の状況、被害の状況等に関す

る情報について、常時継続的に必要な情報の把握及び共有を図るとともに、関係機

関との情報連絡を密にする。 

 

第２節 活動体制の確立 

第１ 専門家等の派遣 

・ 原子力施設等に係る全面緊急事態発生の連絡を受けた場合には、応急対策の迅速

かつ的確な準備・実施等に資するため、原子力規制委員会、関係地方公共団体等か

らの要請に基づき、関係機関等の専門家の現地への派遣に協力を行い、また専門的

知識を有する国の職員を現地に派遣する。 

 

第２ 原子力災害対策本部等 

(1) 原子力災害対策本部等 

・ 原子力施設等に係る原子力緊急事態宣言が発出され、原子力災害対策本部（本部

長：内閣総理大臣）が設置された場合、文部科学大臣は構成員として、その任に当

たる。 

 

・ 全面緊急事態が発生した原子力施設が、大学・研究機関等の所有に係る試験炉等

の場合には、防災基本計画等に従って、原子力災害対策本部長は、必要に応じて、

オフサイト対応のため原子力利用省庁の担当大臣として、文部科学大臣を副本部長

に任命する。また、この場合、文部科学大臣は、内閣府特命担当大臣（原子力防災）

とともに、避難区域の住民避難の完了を一つの目途として設置される原子力災害対

策本部原子力被災者生活支援チームのチーム長として、その任に当たる。 

 

・ 防災基本計画等に従って、官邸及びＥＲＣに設置される原子力災害対策本部事務

局（事務局長：内閣府政策統括官（原子力防災担当）（官邸）、原子力規制庁次長

（ＥＲＣ））の機能班の構成員となる職員を速やかに派遣し、その任に当たらせる。 

 

・ 防災基本計画等に従って、関係局長等会議（議長：内閣府政策統括官（原子力防

災担当））及びモニタリング調整会議（議長：環境大臣）の構成員となる職員を速
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やかに派遣し、その任に当たらせる。 

 

(2) 原子力災害現地対策本部等 

・ 原子力施設等に係る全面緊急事態宣言が発出され、原子力災害現地対策本部（本

部長：内閣府副大臣（原子力防災担当）又は内閣府大臣政務官（原子力防災担当）、

事務局長：内閣府大臣官房審議官（原子力防災担当）及び原子力災害合同対策協議

会（事務局長：内閣府大臣官房審議官（原子力防災担当））が設置された場合、防

災基本計画等に従って、機能班の構成員となる職員を速やかに派遣し、その任に当

たらせる。 

 

第３節 輸送支援の要請 

原子力施設等に係る全面緊急事態発生の通報を受けた場合、原子力災害現地対策

本部等の要員及び医療関係者等の派遣に際して、必要に応じ、原子力規制委員会を

通じて、緊急輸送関係省庁(国土交通省、海上保安庁、防衛省、消防庁、警察庁）に

対し、輸送支援を要請する。 

 

第４節 原子力災害医療 

原子力災害対策本部等の要請に基づき、量子機構の派遣する医療従事者等からな

る原子力災害医療に係る医療チームの現地への派遣に協力する。同チームは都道府

県の災害対策本部の下で、被ばく患者（被ばくしたおそれのある者を含む。）に対

する診断及び処置について、現地の医療関係者等を指導するとともに、自らもこれ

に協力して医療活動を行う。 

 

第５節 関係者等への的確な情報伝達活動 

情報提供を行う際には、周辺住民のニーズを十分に把握し、文部科学省が講じて

いる施策に関する情報等周辺住民に役立つ正確かつきめ細かな情報を適切に提供

する。 

なお、その際、民心の安定並びに高齢者、障害者、外国人、乳幼児、妊産婦その

他の要配慮者及び一時滞在者等に十分配慮するとともに、被災時の男女のニーズの

違い等、男女双方の視点に十分配慮した情報伝達に努める。 

 

第６節  学校等における安全対策等 

学校等においては、原子力災害に関しても、第２編  第２章  第１節から第４節

まで及び第８節に準じて、情報の収集、伝達、学校等の安全対策、被災者の救護活

動への連携、協力に万全を期するよう、関係機関に対し、指導及び助言を行う。 

 

 

第３章 災害復旧、復興 

学校等においては、原子力災害に関しても、第２編  第３章  第３節に準じて、教育研

究活動の早期再開、児童生徒等及び教職員の健康管理に万全を期するよう、関係機関に対

し、指導及び助言を行う。その際、校舎・校庭等の利用判断における考え方の整理（線量

の目安値等）や児童生徒等が受ける線量低減のための取組、学校給食の安全・安心の確保

については、原子力規制委員会等関係省庁と連携して対応する。 
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第４章  地域防災計画の作成の支援 

地方公共団体が作成する地域防災計画について、地域的特性を十分配慮して作成される

よう、原子力施設に係る関係地方公共団体に対し、必要に応じて支援を行う。 
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第６編 大規模な事故による災害対策 

 

第１章 災害予防 

    第２編 第１章（第７節を除く。）による。 

 

 

第２章 災害応急対策 

 海上での船舶からの危険物等の大量流出事故、航空機による事故、鉄軌道での列車によ

る事故、道路構造物の被災、石油コンビナート等危険物等関係施設での事故、大規模な火

事、林野火災その他の大規模な事故による災害（以下「事故災害」という。）が発生し、

その影響が及び、又は及ぶおそれがある場合については、第２編 第２章 第１節から第

８節まで及び第４編 第２章によることとし、災害対策担当部局その他関係機関との連絡

を密にとり、影響把握に努めるとともに、事故災害の状況に応じ学校等における安全対策

等、必要な応急措置を講ずる。 

 

 

第３章 災害復旧、復興 

    第２編 第３章による。 

 

 

第４章 地域防災計画の作成の基準 

    第２編 第４章による。 
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第７編 東海地震の地震防災対策強化 

    地域に係る地震防災強化計画 

   

この編においては、大規模地震対策特別措置法の規定に基づき、文部科学省の所掌事務

について、地震防災に関し必要な体制を定めるとともに、地震防災応急対策、地震防災訓

練並びに地震防災上必要な教育及び広報（以下「地震防災応急対策等」という。）に関す

る必要な事項、それを実施するために必要な関係機関に対する指導及び助言並びに援助に

ついて定める。 

 

第１節 地震防災体制の整備 

第１ 文部科学省等における地震防災体制の整備 

・ 文部科学省は、本編で定めるところにより、地震防災応急対策等を実施するとと

もに、学校等における地震防災応急対策等の計画及び実施について、都県若しくは

市町村の地震防災強化計画又は学校等における地震防災応急計画において具体的

に定めるよう都県、市町村、国立学校等又は私立大学等に対し、必要な指導及び助

言を行う。 

 

・ 所管機関に係る地震防災応急対策等の計画及び実施については、本編の定めると

ころによるほか、それぞれの機関の防災規程等において別に定めるところによる。 

 

   第２ 災害対策本部等の設置及び要員参集体制 

・ 文部科学省における災害対策本部等の設置に関する事項等は、第１編 第３節に

よる。 

 

第２節 地震防災応急対策に係る措置に関する事項 

第１ 東海地震予知情報等の伝達等 

・ 東海地震注意情報、東海地震予知情報、警戒宣言その他これらに関連する情報（以

下「東海地震予知情報等」という。）について文部科学省から都県、市町村及び学

校等への伝達並びに避難状況等の学校等からの報告（以下この編において「情報の

伝達等」という。）の経路については、次のように取り扱う。なお、都県、市町村

及び学校等以外への東海地震予知情報等の伝達の経路及び方法は別に定める。 

東海地震予知情報等の伝達に際しては、できるだけ平明な表現を用い、反復して

確実を期するように努める。 

 

・ 文部科学省では、各局課が事務分掌に基づき必要な情報について、都県、国立学

校等及び私立大学等への情報の伝達等を担当する。 

都県、市町村及び学校等において、情報の伝達等の担当部局について、次のとお

り定めるよう、指導及び助言を行う。 

ア．都県の地震防災強化計画において、市町村、都県立学校等及び私立学校等（私

立大学等を除く。）への情報の伝達等の担当部局を定める。 

イ．市町村の地震防災強化計画において、市町村立学校等への情報の伝達等の担当

部局を定める。 



 
25 

ウ．学校等において、情報の伝達等の担当部局を定める。 

 

情報の伝達等の担当部局間の経路は、次の３経路とする。 

ア．文部科学省、都県、市町村、市町村立学校等 

イ．文部科学省、都県、都県立学校等又は私立学校等（私立大学等を除く。） 

ウ．文部科学省、国立学校等又は私立大学等 

 

・ 学校等において、部内における情報の伝達等の方法について定めるよう、指導及

び助言を行う。 

 

第２ 観測データの監視等 

・ 東海地震注意情報あるいは東海地震予知情報が発表されたときは、観測データの

監視その他必要な措置を講ずるよう国立研究開発法人防災科学技術研究所に要請

する。 

 

第３ 地震調査研究推進本部地震調査委員会のための情報収集等 

・ 東海地震予知情報等の内容に応じて、関係部局において、関連情報の収集等地震

調査研究推進本部地震調査委員会の庶務を適切に処理する。 

 

第４ 地震防災応急対策の実施要員の確保 

・ 地震防災応急対策の実施に必要な職員等の確保について定める。 

また、都県、市町村及び学校等において、地震防災応急対策の実施に必要な職員

等の確保について定めるよう、指導及び助言を行う。 

 

第５ 地震災害発災後に備えた資機材、人員等の配備手配 

・ 学校等において、地震災害発生後に備えた資機材、人員等の配備手配について計

画に明示するよう、指導及び助言を行う。 

この場合において、寄宿舎を有する学校、帰宅できなくなることが予想される児

童生徒等が在学している学校、大学病院等については、食料、飲料水、燃料、生活

必需品、医薬品等の備蓄の量に特に配慮する。 

 

第６ 警戒宣言前の情報に基づく準備行動 

・ 学校等において、警戒宣言前の情報に基づき、政府による準備行動を行う旨の公

表があった場合は、必要に応じた児童生徒等の帰宅等の安全確保対策等ある程度時

間を要する準備行動をとるよう、指導及び助言を行う。 

 

第７ 警戒宣言発令時の広報 

・ 学校等において、警戒宣言が発せられた場合における東海地震予知情報等の内容、

交通規制の実施状況等について、児童生徒等当該施設の利用者等に対して行う緊急

広報の方法を計画に明示するよう、指導及び助言を行う。 

 

第８ 施設の管理又は運営に関する対策 

・ 動物園及び大学等の動物実験施設において、警戒宣言が発せられた場合の緊急点

検、巡視の実施必要箇所及び実施体制を計画に明示するとともに、地震発生の場合
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の危険防止措置の具体的内容、実施方法等について明示するよう、指導及び助言を

行う。 

 

・ 学校等において、工事中の建築物その他の工作物又は施設について、安全上実施

するべき措置について計画に明示するよう、指導及び助言を行う。 

この場合において、地震の発生の危険に鑑み、原則として、工事の中断の措置を

講ずる。特別の必要により補強、落下防止等の措置を実施するものについては、作

業員の安全に特に配慮する。 

 

・ 石油類、火薬類、高圧ガス、毒物・劇物、核燃料物質等の製造、貯蔵又は取扱い

を行う施設を有する学校等において、地震が発生した場合に生じる可能性のある火

災等を防止するため必要な緊急点検、巡視の実施等の応急的保安措置に関する事項

について、授業、実験、研究、治療等の状況及び時間帯を考慮して計画に明示する

よう、指導及び助言を行う。 

 

・ 東海地震が発生した場合の直接的被害を極力軽減するため、学校施設等の耐震化

を促進する。 

 

第９ 警戒宣言に伴う退避等 

・ 幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校（前期課程）及び特別支

援学校の児童生徒等の保護の方法について、次のとおり取り扱うよう、指導及び助

言を行う。  

ア．在校中に警戒宣言が発せられた場合における児童生徒等の保護の方法について

は、通学方法、通学距離、時間、通学路、交通機関の状況等を勘案し、あらかじ

め保護者の意見を聞いた上で、実態に即して具体的に定める。 

イ．登下校中又は在宅中に警戒宣言が発せられた場合における措置について、あら

かじめ児童生徒等及び保護者に周知徹底する。 

ウ．上記ア、イの場合において、教職員が果たすべき役割について定める。 

 

・ 高等学校、中等教育学校（後期課程）、大学及び高等専門学校等の生徒、学生の

退避等について、学校の置かれている状況等に応じ適切に定めるよう、指導及び助

言を行う。 

 

・ 大学病院、社会教育施設、社会体育施設等不特定かつ多数の者が出入りする施設

（以下「大学病院等」という。）において、患者、観客、顧客、宿泊者等に東海地

震予知情報等を伝達する方法を計画に明示するとともに、これらの者の退避の誘導

方法及び退避誘導実施責任者又は安全確保のための措置を計画に明示するよう、指

導及び助言を行う。 

 

・ 学校等が避難対象地区にあるときは、指定避難所等、避難ルート、避難誘導方法、

避難誘導実施責任者等を計画に具体的に明示するよう、指導及び助言を行う。 

 

・ 児童生徒等の要配慮者に必要な支援を行う。 
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・ 学校等で運営する避難生活について、原則屋外とするよう、指導及び助言を行う。 

ただし、児童生徒等の要配慮者の保護のため、安全性を勘案の上、必要に応じ屋

内における避難生活を運営できる。 

 

・ 屋内避難を実施するに当たって、「東海地震の地震防災対策強化地域に係る屋内

避難施設の選定及び安全確保のための指針（平成 12 年５月 30 日中央防災会議決

定）」によるよう、指導及び助言を行う。 

 

第３節 大規模な地震に係る防災訓練に関する事項 

強化地域に係る大規模な地震を想定した防災訓練を年１回以上実施する。 

また、都県、市町村及び学校等において、強化地域に係る大規模な地震を想定し

た防災訓練を年１回以上実施し、その実施内容、方法等を計画に明示するよう、指

導及び助言を行う。 

この場合において、警戒宣言前の準備態勢、警戒宣言に伴う地震防災応急対策及

び地震災害発生後の災害応急対策等に係るものについて行う。 

 

第４節 地震防災上必要な教育及び広報に関する事項 

次の事項について、関係職員に対する地震防災上必要な教育の充実を行う。 

また、都県、市町村及び学校等に対し、関係職員及び児童生徒等に対する地震防

災上必要な教育の充実並びに保護者等に対する広報を行うよう、指導及び助言を行

う。 

ア．警戒宣言の性格及びこれに基づきとられる措置の内容 

イ．東海地震の予知に関する知識 

ウ．地震予知情報等の内容 

エ．予想される地震及び津波に関する知識 

オ．東海地震予知情報等が出された場合及び地震が発生した場合に具体的にとるべき

行動に関する知識 

カ．各地域における津波危険予想地域、がけ地崩壊危険地域等に関する知識 

キ．各地域における避難地及び避難路に関する知識 

ク．教職員等が果たすべき役割 

ケ．地震防災対策として現在講じられている対策に関する知識 

コ．今後地震対策として取り組む必要のある課題 

サ．その他必要と認める事項 
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第８編 南海トラフ地震防災対策推進計画 

 

 この編においては、南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法の規

定に基づき、文部科学省の所掌事務について、防災体制、津波からの円滑な避難の確保、

時間差発生等における円滑な避難の確保、防災訓練並びに地震防災上必要な教育及び広報

等（以下「地震防災対策」という。）に関する必要な事項、それを実施するために必要な

関係機関に対する指導及び助言並びに援助について定める。 

 

第１節 防災体制に関する事項 

 第１ 文部科学省等における防災体制の整備 

  ・ 文部科学省は、第２編 地震災害対策によるほか、本編で定めるところにより、

地震防災対策を実施するとともに、学校等における地震防災対策の計画及び実施に

ついて、都府県若しくは市町村の推進計画又は学校等における対策計画において具

体的に定めるよう都府県、市町村、国立学校等又は私立大学等に対し、必要な指導

及び助言を行う。 

 

  ・ 所管機関に係る地震防災対策の計画及び実施については、本編の定めるところに

よるほか、それぞれの機関の防災規程等において別に定めるところによる。 

 

  ・ 文部科学省は、気象庁が次の情報を発表した場合においては、時間差を置いた複

数の地震発生等に備えて、災害応急対策を実施する。 

  ア．南海トラフ地震臨時情報（調査中）※１ 

  イ．南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）※２ 

  ウ．南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）※２ 

 

   ※１ 南海トラフの想定震源域及びその周辺で速報的に解析されたマグニチュード

（以下「Ｍ」という。）6.8 以上の地震が発生、またはプレート境界面で通常

とは異なるゆっくりすべり等を観測した場合、大規模地震発生との関連性につ

いて調査を開始する南海トラフ地震臨時情報（調査中）が気象庁から発表され

る。 

      これらの地震又は現象が発生した後に発生する可能性が平常時に比べて相対

的に高まったと評価された南海トラフ地震を以下、「後発地震」という。 

   ※２ 世界の事例では、Ｍ8.0 以上の地震発生後に隣接領域で１週間以内にＭ８ク

ラス以上の地震が発生する頻度は十数回に１回程度とされており、また、Ｍ7.0

以上の地震発生後に同じ領域で１週間以内にＭ８クラス以上の地震が発生す

る頻度は数百回に１回程度とされており、南海トラフ地震臨時情報（調査中）

発表後、気象庁に設置した「南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会」にお

ける評価を踏まえ、気象庁から以下の情報が発表される。 

    ・ 南海トラフ沿いの想定震源域内のプレート境界でモーメントマグニチュード

（以下「Ｍｗ」という。）8.0 以上の地震が発生したと評価が出された場合、

後発地震の発生の可能性が平常時と比べて相対的に高まっている旨を示す南

海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒） 

    ・ 南海トラフ沿いの想定震源域内のプレート境界でＭｗ7.0 以上Ｍｗ8.0 未満
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又はプレート境界以外や想定震源域の海溝軸外側５０ｋｍ程度までの範囲で

Ｍｗ7.0 以上の地震（ただし、太平洋プレートの沈み込みに伴う震源が深い地

震は除く）が発生若しくは、南海トラフ沿いの想定震源域内のプレート境界面

で通常と異なるゆっくりすべりが観測されたと評価した場合、後発地震の発生

の可能性が平常時と比べて相対的に高まっている旨を示す南海トラフ地震臨

時情報（巨大地震注意） 

    ・ 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）及び南海トラフ地震臨時情報（巨

大地震注意）のいずれの発表条件も満たさなかった場合、その旨を示す南海ト

ラフ地震臨時情報（調査終了） 

 

 第２ 災害対策本部等の設置及び要員参集体制 

  ・ 文部科学省における災害対策本部等の設置に関する事項等は、第１編 第３節に

よる。 

 

  ・ 都府県、市町村及び学校等において、南海トラフ地震が発生した場合及び南海トラフ

地震臨時情報（調査中）、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）、南海トラフ地震臨

時情報（巨大地震注意）等が発せられた場合における的確な応急対策の実施のため、担

当職員の緊急参集、災害対策本部等の設置等に関する事項について計画に明示するよう、

指導及び助言を行う。 

 

 第３ 地震発生時の応急対策 

・ 都府県、市町村及び学校等において、南海トラフ地震が発生した場合における被

害の防止・軽減のため、地震及び津波の状況、被害状況等の情報の収集・伝達、必

要な要員の緊急参集・配置、通信の確保、施設の緊急点検・巡視、及び二次災害防

止のための必要な措置等の必要な応急対策について計画に明示するよう、指導及び

助言を行う。 

 

 第４ 物資の備蓄 

・ 学校等において、被害想定等を基に、自らが行う防災活動等のために、必要な食

料・飲料水・燃料・生活必需品等の物資の備蓄計画を作成し、計画に明示するよう、

指導及び助言を行う。 

この場合において、寄宿舎を有する学校、帰宅できなくなることが予想される児

童生徒等が在学している学校、大学病院等については、医薬品等を加えたこれらの

備蓄の量について特に配慮する。 

 

第２節 津波からの円滑な避難の確保に関する事項 

 第１ 津波に関する情報の伝達等 

    ・ 気象庁が発表する津波警報等の情報について文部科学省と都府県、市町村及び学

校等の伝達並びに避難状況等の学校等からの報告（以下この編において「情報の伝

達等」という。）の経路については、次のように取り扱う。なお、都府県、市町村

及び学校等以外への津波警報等の伝達の経路及び方法は別に定める。 

 

・ 文部科学省では、各局課が事務分掌に基づき必要な情報について、都府県、国立

学校等及び私立大学等への情報の伝達等を担当する。 
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都府県、市町村及び学校等において、情報の伝達等の担当部局について、次のと

おり定めるよう、指導及び助言を行う。 

ア．都府県の推進計画において、市町村、都府県立学校等及び私立学校等（私立大

学等を除く。）への情報の伝達等の担当部局を定める。 

イ．市町村の推進計画において、市町村立学校等への情報の伝達等の担当部局を定

める。 

ウ．学校等において、情報の伝達等の担当部局を定める。 

 

情報の伝達等の担当部局間の経路は、次の３経路とする。 

ア．文部科学省、都府県、市町村、市町村立学校等 

イ．文部科学省、都府県、都府県立学校等又は私立学校等（私立大学等を除く。） 

ウ．文部科学省、国立学校等又は私立大学等 

 

・ 学校等において、部内における津波に関する情報の伝達等の方法について定める

よう、指導及び助言を行う。 

 

・ 大学病院等において、患者、観客、宿泊者等に対し、津波警報等を伝達する方法

を計画に明示するよう、指導及び助言を行う。 

また、施設が海岸近くにある場合には、強い地震を感じたとき、又は弱い地震で

あっても長い時間ゆっくりした揺れを感じたときは、津波警報等の発表が行われる

前であっても、直ちに避難するよう患者等に対し、伝達する方法を計画に明示する

よう、指導及び助言を行う。 

 

第２ 避難対策等 

・ 学校等において、避難地、避難路、避難誘導方法、避難誘導実施責任者等を具体

的に計画に明示するとともに、保護者との連絡方法等を平時から確認しておき、津

波が来襲した場合の備えに万全を期するように努めるよう、指導及び助言を行う。 

この場合において、児童生徒等の要配慮者の避難誘導について配慮する。 

 

・ 学校等において、必要な安全確保対策を計画に明示する場合、強い揺れ（震度４

程度以上）を感じたとき、又は、弱い揺れであっても長い時間ゆっくりとした揺れ

を感じたときは、直ちに海浜から離れ、急いで安全な場所に避難すること、揺れを

感じなくても、津波警報が発表されたときは、直ちに海浜から離れ、急いで安全な

場所に避難することを原則とする。その後、津波に関する情報を把握し津波到達ま

でに時間的余裕があると認められる場合には、避難に要する時間を十分確保した上

で、必要な安全確保対策を実施する旨の計画を作成するよう、指導及び助言を行う。 

 

・ 大学病院等において、患者等の避難誘導方法及び避難誘導実施責任者を計画に明

示するよう、指導及び助言を行う。その際、高台等への避難に相当な時間を要する

場合で、耐震性・耐浪性を有するなど安全性が確保されている場合、その地域に予

想される津波の高さより高い床標高を有する階（原則として３階以上）を指定避難

所等とすることも考慮する。 

 

第３ 施設の管理又は運営に関する対策 
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・ 大学の動物実験施設等において、津波避難への支障の発生を防止する等の観点か

ら所要の措置を講じることとし、その具体的内容、実施方法等を検討するよう、指

導及び助言を行う。 

 

・ 学校等において、工事中の建築物その他の工作物又は施設について、津波来襲に備

えて安全確保上実施すべき措置についての方針を計画に明示するよう、指導及び助

言を行う。 

この場合において、津波の来襲のおそれがある場合には、原則として工事を中断

し、特別の必要により津波被害の防止対策を行う場合には、作業員の安全確保のた

め津波からの避難に要する時間に配慮する。 

 

・ 石油類、火薬類、高圧ガス、毒物・劇物、核燃料物質等の製造、貯蔵又は取扱い

を行う施設を有する学校等において、津波が来襲したときに生ずる可能性のある火

災等を防止するため、必要な緊急点検、巡視の実施等の応急的保安措置に関する事

項について、授業、実験、研究、治療等の状況及び時間帯を考慮して計画に具体的

に明示するよう、指導及び助言を行う。 

 

・ 南海トラフ地震が発生した場合の直接的被害を極力軽減するため、学校施設等の

耐震化を促進する。 

 

  ・ 津波災害が発生するおそれがある学校施設について、津波対策を促進する。 

 

第３節 時間差発生等における円滑な避難の確保等に関する事項 

 第１ 南海トラフ地震臨時情報の伝達等 

  ・ 気象庁が発表する南海トラフ地震臨時情報（調査中）、南海トラフ地震臨時情報

（巨大地震警戒）及び南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）の情報について文

部科学省と都府県、市町村及び学校等の情報の伝達等の経路については、第２節 

第１に準ずる。 

 

 第２ 対策をとるべき期間等 

  ・ 都府県、市町村及び学校等において、先発地震後に前項の臨時情報が発表されて

いる間、後発地震に対して警戒・注意する措置をとるものとし、その内容を計画に

明示するよう、指導及び助言を行う。 

 

 第３ 避難対策等 

  ・ 津波防災地域づくりに関する法律第８条第１項に基づき都府県知事が設定する津

波浸水想定（当該津波浸水想定が未設定の場合は、国が作成した南海トラフ巨大地

震の津波による浸水想定に準じ、都府県知事が設定し、公表した津波による浸水想

定）において、南海トラフ地震に伴い発生する津波により浸水深３０ｃｍ以上の浸

水が想定される区域に位置する幼稚園、小・中学校等にあっては、児童生徒等に対

する保護の方法について、計画に明示するよう、指導・助言を行う。この場合にお

いて、学校の置かれている状況等に応じ、児童生徒等の保護者の意見を聴取する等、

実態に即した保護の方法を定めるよう留意するものとする。 
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  ・ 国からの指示が発せられた場合において、地域住民等が後発地震が発生してから

の避難では、津波の到達までに避難が間に合わないおそれがある地域として、市町

村があらかじめ定めた地域（以下「事前避難対象地域」という。）に学校があると

きは、避難経路、避難誘導方法、避難誘導実施責任者等を計画に具体的に明示する

よう、指導及び助言を行う。 

 

  ・ 大学病院等において、患者、観客、宿泊者等に対し、南海トラフ地震臨時情報（巨

大地震警戒）等が発表された場合に伝達する方法及び患者等の保護等の方法につい

て、個々の施設の耐震性・耐浪性を十分考慮して計画に明示するよう、指導及び助

言を行う。また、当該施設が事前避難対象地域のうち全ての地域住民等が後発地震

の発生に備え１週間避難を継続すべき地域として、市町村があらかじめ定めた地域

（以下「住民事前避難対象地域」という。）内にあるときは、退避後の患者等に対

する避難誘導の方法及び避難誘導実施責任者又は安全確保のための措置を計画に

明示するよう、指導及び助言を行う。 

 

 第４ 施設の管理又は運営に関する対策 

  ・ 大学の動物実験施設等において、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）等が

発せられた場合、後発地震の発生後の危険防止の観点から所要の措置を講ずること

とし、その具体的内容、実施方法等について計画に明示するよう、指導及び助言を

行う。 

 

  ・ 学校等において、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）等が発せられた場合

における工事中の建築物その他の工作物又は施設について、安全確保上実施すべき

措置についての方針を計画に明示するよう、指導及び助言を行う。 

 

  ・ 石油類、火薬類、高圧ガス、毒物・劇物、核燃料物質等の製造、貯蔵又は取扱い

を行う施設を有する学校等において、津波が襲来したときに生ずる可能性のある火

災等を防止するため、必要な緊急点検、巡視の実施等の応急的保安措置に関する事

項について、授業、実験、研究、治療等の状況及び時間帯を考慮して具体的に計画

に明示するよう、指導及び助言を行う。 

 

第４節 防災訓練に関する事項 

推進地域に係る大規模な地震を想定した防災訓練を年１回以上実施するととも

に、津波警報又は南海トラフ地震臨時情報（調査中）、南海トラフ地震臨時情報（巨

大地震警戒）及び南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）等が発表された場合の

情報伝達に係る防災訓練を実施する。 

また、都府県、市町村及び学校等において、推進地域に係る大規模な地震を想定

した防災訓練を年１回以上実施するとともに、津波警報又は南海トラフ地震臨時情

報（調査中）、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）及び南海トラフ地震臨時

情報（巨大地震注意）等が発表された場合の情報伝達に係る防災訓練を実施するよ

う、指導及び助言を行う。 

 

第５節 地震防災上必要な教育及び広報に関する事項 

次の事項について、関係職員に対する地震防災上必要な教育の充実を行う。 
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また、都府県、市町村及び学校等において、関係職員及び児童生徒等に対する地

震防災上必要な教育の充実並びに保護者等に対する広報を行うよう、指導及び助言

を行う。 

ア．南海トラフ地震臨時情報（調査中）、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）、

南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）の内容及びこれに基づきとられる措置の

内容 

イ．南海トラフ地震に伴い発生すると予想される地震動及び津波に関する知識 

ウ．地震及び津波に関する一般的な知識 

エ．南海トラフ地震臨時情報（調査中）、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）、

南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）等が出された場合及び南海トラフ地震が

発生した場合に具体的にとるべき行動に関する知識 

オ．各地域における避難対象地区、急傾斜地崩壊危険箇所等に関する知識 

カ．各地域における避難地及び避難路に関する知識 

キ．南海トラフ地震臨時情報（調査中）、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）、

南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）等が出された場合及び南海トラフ地震が

発生した場合に教職員等が果たすべき役割 

ク．地震防災対策として現在講じられている対策に関する知識 

ケ．今後地震対策として取り組む必要のある課題 

コ．その他必要と認める事項 

 

第６節 調査研究の推進に関する事項 

文部科学省は、南海トラフ地震発生の予測精度の向上のための調査研究を推進す

る。 
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第９編 日本海溝・千島海溝周辺海溝型 

    地震防災対策推進計画     

 

この編においては、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進に関

する特別措置法の規定に基づき、文部科学省の所掌事務について、地震防災対策に関する

必要な事項、それを実施するために必要な関係機関に対する指導及び助言並びに援助につ

いて定める。 

 

第１節 防災体制に関する事項 

第１ 文部科学省等における防災体制の整備 

・ 文部科学省は、第２編 地震災害対策によるほか、本編で定めるところにより、

地震防災対策を実施するとともに、学校等における地震防災対策の計画及び実施に

ついて、道県若しくは市町村の推進計画又は学校等における対策計画において具体

的に定めるよう道県、市町村、国立学校等又は私立大学等に対し、必要な指導及び

助言を行う。 

 

・ 所管機関に係る地震防災対策の計画及び実施については、本編の定めるところに

よるほか、それぞれの機関の防災規程等において別に定めるところによる。 

 

・ 文部科学省は、日本海溝・千島海溝沿いで地震が発生し、気象庁が後発地震への

注意を促す情報（以下「後発地震への注意を促す情報」という。）※１を発信した場

合においては、後発地震発生等に備えて、災害応急対策を実施する。 

 ※１ 日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震の想定震源域（「三陸・日高沖」や「十

勝・根室沖」の海域）及び想定震源域に影響を与える外側のエリアでＭｗ7.0

以上の地震が発生し、後発地震の発生が高まった場合に気象庁から発信される

情報 

 

第２ 災害対策本部等の設置及び要員参集体制 

・ 文部科学省における災害対策本部等の設置に関する事項等は、第１編 第３節に

よる。 

 

・ 道県、市町村及び学校等において、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震が発生し

た場合及び後発地震への注意を促す情報等が発信された場合における的確な応急

対策の実施のため、担当職員の緊急参集、災害対策本部等の設置等に関する事項に

ついて計画に明示するよう、指導及び助言を行う。 

 

第３ 地震発生時の応急対策 

・ 道県、市町村及び学校等において、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震が発生し

た場合における被害の防止・軽減のため、地震及び津波の状況、被害状況等の情報

の収集・伝達、必要な要員の緊急参集・配置、通信の確保、施設の緊急点検・巡視、

及び二次災害防止のための必要な措置等の必要な応急対策について計画に明示す

るよう、指導及び助言を行う。 
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第４ 物資の備蓄 

・ 学校等において、被害想定等を基に、自らが行う防災活動等のために、必要な食

料・飲料水・燃料・生活必需品等の物資の備蓄計画を作成し、計画に明示するよう、

指導及び助言を行う。 

この場合において、寄宿舎を有する学校、帰宅できなくなることが予想される児

童生徒等が在学している学校、大学病院等については、医薬品等を加えたこれらの

備蓄の量について特に配慮する。 

 

第２節 津波からの円滑な避難の確保に関する事項 

第１ 津波に関する情報の伝達等 

・ 気象庁が発表する津波警報等の情報について文部科学省と道県、市町村及び学校

等の伝達並びに避難状況等の学校等からの報告（以下この編において「情報の伝達

等」という。）の経路については、次のように取り扱う。なお、道県、市町村及び

学校等以外への津波警報等の伝達の経路及び方法は別に定める。 

 

・ 文部科学省では、各局課が事務分掌に基づき必要な情報について、道県、国立学

校等及び私立大学等への情報の伝達等を担当する。 

道県、市町村及び学校等において、情報の伝達等の担当部局について、次のとお

り定めるよう、指導及び助言を行う。 

ア．道県の推進計画において、市町村、道県立学校等及び私立学校等（私立大学等

を除く。）への情報の伝達等の担当部局を定める。 

イ．市町村の推進計画において、市町村立学校等への情報の伝達等の担当部局を定

める。 

ウ．学校等において、情報の伝達等の担当部局を定める。 

 

情報の伝達等の担当部局間の経路は、次の３経路とする。 

ア．文部科学省、道県、市町村、市町村立学校等 

イ．文部科学省、道県、道県立学校等又は私立学校等（私立大学等を除く。） 

ウ．文部科学省、国立学校等又は私立大学等 

 

・ 学校等において、部内における津波に関する情報の伝達等の方法について定める

よう、指導及び助言を行う。 

 

・ 大学病院等において、患者、観客、宿泊者等に対し、津波警報等を伝達する方法

を明示するよう、指導及び助言を行う。 

また、施設が海岸近くにある場合には、津波警報等が発表されたとき又はそれら

が発表される前であっても、強い揺れを感じたとき、又は、弱い揺れであっても長

い時間ゆっくりした揺れを感じたときは、直ちに避難するよう患者等に対し、伝達

する方法を計画に明示するよう、指導及び助言を行う。 

 

第２ 避難対策等 

・ 学校等において、避難地、避難路、避難誘導方法、避難誘導実施責任者等を計画

に具体的に明示するとともに、保護者との連絡方法等を平時から確認しておき、津
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波が来襲した場合の備えに万全を期するように努めるよう、指導及び助言を行う。 

この場合において、児童生徒等の要配慮者の避難誘導について配慮する。 

 

・ 学校等において、必要な安全確保対策を計画に明示する場合、強い揺れを感じた

とき、弱い揺れであっても長い時間ゆっくりとした揺れを感じたとき、揺れを感じ

なくても津波警報等が発表されたときのいずれにおいても、直ちに海浜から離れ、

急いで安全な場所に避難することを原則とする。その後、津波に関する情報を把握

し津波到達までに時間的余裕があると認められる場合には、避難に要する時間を十

分確保した上で、必要な安全確保対策を実施する旨の計画を作成するよう、指導及

び助言を行う。 

 

・ 大学病院等において、患者等の避難誘導方法及び避難誘導実施責任者を明示する

よう、指導及び助言を行う。避難誘導方法について、積雪や凍結等により避難に時

間を要するおそれがあることを考慮する。 

その際、高台等への避難に相当な時間を要する場合で、耐震性・耐浪性を有する

など安全性が確保されている場合、その地域に予想される津波の高さより高い床標

高を有する階（原則として３階以上）を指定避難所等とすることも考慮する。 

 

第３ 施設の管理又は運営に関する対策 

・ 大学の動物実験施設等において、津波避難への支障の発生を防止する等の観点か

ら所要の措置を講じることとし、その具体的内容、実施方法等を検討するよう、指

導及び助言を行う。 

 

・ 学校等において、工事中の建築物その他の工作物又は施設について、津波来襲に

備えて安全確保上実施すべき措置についての方針を計画に明示するよう、指導及び

助言を行う。 

この場合において、津波の来襲のおそれがある場合には、原則として工事を中断

し、特別の必要により津波被害の防止対策を行う場合には、作業員の安全確保のた

め津波からの避難に要する時間に配慮する。 

 

・ 石油類、火薬類、高圧ガス、毒物・劇物、核燃料物質等の製造、貯蔵又は取扱い

を行う施設を有する学校等において、津波が来襲したときに生ずる可能性のある火

災等を防止するため、必要な緊急点検、巡視の実施等の応急的保安措置に関する事

項について、授業、実験、研究、治療等の状況及び時間帯を考慮して計画に具体的

に明示するよう、指導及び助言を行う。 

 

・ 日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震が発生した場合の直接的被害を極力軽減する

ため、学校施設等の耐震化を促進する。 

 

・ 津波災害が発生するおそれがある学校施設について、津波対策を促進する。 

 

第３節 後発地震への注意を促す情報が発信された場合にとるべき防災対応に関する事項 

第１ 後発地震への注意を促す情報等の伝達等 

・ 後発地震への注意を促す情報その他これらに関連する情報や後発地震に対して注
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意する措置等（以下「後発地震への注意を促す情報等」という。）について文部科

学省、道県、市町村及び学校等の情報の伝達等の経路については、第２節 第１に

準ずる。 

 

第２ 対策をとるべき期間等 

・ 道県、市町村及び学校等において、先発地震の発生から１週間、後発地震に対し

て注意する措置をとるものとし、その内容を計画に明示するよう、指導及び助言を

行う。 

 

第３ 避難対策等 

・ 津波防災地域づくりに関する法律第８条第１項に基づき道県知事が設定する津波

浸水想定（当該津波浸水想定が未設定の場合は、国が作成した日本海溝・千島海溝

沿いの巨大地震の津波による浸水想定に準じ、道県知事が設定し、公表した津波に

よる浸水想定）において、日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震の津波により浸水深

３０ｃｍ以上の浸水が想定される区域に位置する幼稚園、小・中学校等にあっては、

児童生徒等に対する保護の方法について、計画に明示するよう、指導・助言を行う。

この場合において、学校の置かれている状況等に応じ、児童生徒等の保護者の意見

を聴取する等、実態に即した保護の方法を定めるよう留意するものとする。 

 

・ 大学病院等において、患者、観客、宿泊者等に対し、後発地震への注意を促す情

報等が発信された場合に伝達する方法及び患者等の保護等の方法について、個々の

施設の耐震性・耐浪性を十分考慮して計画に明示するよう、指導及び助言を行う。 

 

第４ 施設の管理又は運営に関する対策 

・ 大学の動物実験施設等において、後発地震への注意を促す情報等が発信された場

合、後発地震の発生後の危険防止の観点から所要の措置を講ずることとし、その具

体的内容、実施方法等について計画に明示するよう、指導及び助言を行う。 

 

・ 学校等において、後発地震への注意を促す情報等が発信された場合における工事

中の建築物その他の工作物又は施設について、安全確保上実施すべき措置について

の方針を計画に明示するよう、指導及び助言を行う。 

 

・ 石油類、火薬類、高圧ガス、毒物・劇物、核燃料物質等の製造、貯蔵又は取扱い

を行う施設を有する学校等において、津波が襲来したときに生ずる可能性のある火

災等を防止するため、必要な緊急点検、巡視の実施等の応急的保安措置に関する事

項について、授業、実験、研究、治療等の状況及び時間帯を考慮して具体的に計画

に明示するよう、指導及び助言を行う。 

 

第４節 防災訓練に関する事項 

推進地域に係る大規模な地震を想定した防災訓練を年１回以上実施する。 

また、道県、市町村及び学校等において、推進地域に係る大規模な地震を想定した

防災訓練を年１回以上実施し、その実施内容、方法等を計画に明示するよう、指導

及び助言を行う。 
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第５節 地震防災上必要な教育及び広報に関する事項 

次の事項について、関係職員に対する地震防災上必要な教育の充実を行う。 

また、道県、市町村及び学校等において、関係職員及び児童生徒等に対する地震

防災上必要な教育の充実並びに保護者等に対する広報を行うよう、指導及び助言を

行う。 

ア．後発地震への注意を促す情報の内容及びこれに基づきとられる措置の内容 

イ．日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に伴い発生すると予想される地震動及び津波

に関する知識 

ウ．地震及び津波に関する一般的な知識 

エ．後発地震への注意を促す情報等が発信された場合及び日本海溝・千島海溝周辺海

溝型地震が発生した場合に具体的にとるべき行動に関する知識 

オ．各地域における避難対象地区、急傾斜地崩壊危険箇所等に関する知識 

カ．各地域における避難地及び避難路に関する知識 

キ．後発地震への注意を促す情報等が発信された場合及び日本海溝・千島海溝周辺海

溝型地震が発生した場合に教職員等が果たすべき役割 

ク．地震防災対策として現在講じられている対策に関する知識 

ケ．今後地震対策として取り組む必要のある課題 

コ．その他必要と認める事項 

 

第６節 調査研究の推進に関する事項 

文部科学省は、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震発生の予測精度の向上のため

の調査研究を推進する。 
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文部科学省防災連絡会議設置要領 

 

１．構  成 

   文部科学省防災連絡会議（以下「防災連絡会議」という。）は、議長として官房長  

（代理：総括審議官）が主宰し、次に掲げるものを委員として構成する。 

 

    大 臣 官 房      サイバーセキュリティ・政策立案総括審議官 

                        人 事 課 長 

                         総 務 課 長 

                          会 計 課 長 

                          政 策 課 長 

                          国 際 課 長 

                          参 事 官 

                            文 部 科 学 広 報 官 

    文 教 施 設 企 画 ・ 防 災 部      文 教 施 設 企 画 ・ 防 災 部 長 

                           技  術  参  事  官 

                         施 設 企 画 課 長 

                            施 設 助 成 課 長 

                         計 画 課 長 

              参 事 官 （ 施 設 防 災 担 当 ） 

    総 合 教 育 政 策 局      政 策 課 長 

                          地 域 学 習 推 進 課 長 

              男女共同参画共生社会学習・安全課長 

    初 等 中 等 教 育 局     初 等 中 等 教 育 企 画 課 長 

                          財 務 課 長 

                          教 科 書 課 長 

              健 康 教 育 ・ 食 育 課 長 

    高 等 教 育 局    高 等 教 育 企 画 課 長 

                            大 学 教 育 ・ 入 試 課 長 

                          医 学 教 育 課 長 

                            国 立 大 学 法 人 支 援 課 長 

     私    学    部     私 学 行 政 課 長 

                          私 学 助 成 課 長 

    科学技術・学術政策局      政 策 課 長 

  研 究 振 興 局     振 興 企 画 課 長 

    研 究 開 発 局     開 発 企 画 課 長 

                         地 震 火 山 防 災 研 究 課 長 

                         地震火山防災研究課地震火山室長 

ス ポ ー ツ 庁   政 策 課 長 

                          参 事 官 （ 地 域 振 興 担 当 ） 

    文 化 庁     政 策 課 長 

                   文 化 資 源 活 用 課 長 
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２．会議の開催 

  (1) 防災連絡会議は、災害発生時その他必要に応じて開催する。 

  (2) 会議の開催に当たっては、必要に応じ、議事に関係のある課長の出席を求めるこ

とができる。 

 

３．協議事項 

   防災連絡会議において協議すべき事項は、次のとおりとする。 

  (1) 文部科学省防災業務計画に関すること。 

  (2) 災害情報の交換・確認に関すること。 

  (3) 災害予防対策に関すること。 

  (4) 災害応急対策に関すること。 

  (5) 災害復旧対策に関すること。 

  (6) 地震防災応急対策に関すること。 

  (7) 文部科学省業務継続計画に関すること。 

  (8) その他防災に関し必要な事項 

 

４．庶  務 

   防災連絡会議の庶務は、大臣官房文教施設企画・防災部参事官（施設防災担当）付

において処理する。 

 



 

 
43 

文部科学省非常災害対策本部設置要領 

 

１．対策本部の事務 

   文部科学省非常災害対策本部（以下「対策本部」という。）は、災害対策基本法に

基づき設置される非常災害対策本部又は緊急災害対策本部及び関係省庁等との連絡、

人的及び物的被災状況等の把握、災害応急対策等の総合調整その他の災害応急対策に

関する事務を行う。 

 

２．対策本部の構成 

  (1) 対策本部の長は、文部科学省非常災害対策本部長（以下「本部長」という。）と

し、対策本部の事務を総括する。 

  (2) 対策本部に、本部長代理、副本部長、本部員その他の職員を置く。 

  (3) 本部長代理は、本部長を助け、本部長に事故のある場合は、その職務を代理する。 

  (4) 副本部長は、本部長及び本部長代理を助け、本部長及び本部長代理に事故のある

場合は、その職務を代理する。 

  (5) 本部長、本部長代理、副本部長及び本部員は、別記１に掲げる者をもって充てる。 

 

３．本部会議 

  (1) 対策本部に本部会議を置き、本部長、本部長代理、副本部長及び本部員をもって

構成する。 

  (2) 本部会議は、本部長が必要に応じて召集し、対策本部の事務について重要事項の

審議、調整等を行う。 

  （3）本部会議は、非常災害対策センターで開催する。ただし、非常災害対策センター

が使用できない場合には、省議室で開催する。 

 

４．対策本部構成員の参集 

  (1) 対策本部構成員は、非常参集の要請を受けたとき、対策本部の設置の事実を知っ

たとき又は大地震等の非常災害が発生したときは、その所属する部局に参集するも

のとする。 

  (2) 対策本部構成員が参集するための連絡方法は、別途定める連絡網によるものとす

る。 

 

５．対策チームの設置等 

  (1) 対策本部に対策チームを置き、副本部長の指揮の下に対策本部の事務を遂行する。 

  (2) 対策チームの構成及び事務所掌は、別記２のとおりとする。 

(3) 対策チームの庶務は、各局等の協力を得て、大臣官房文教施設企画・防災部参事

官（施設防災担当）付において処理する。 

 

６．関係各局課の協力 

関係各局課は、対策本部の事務又は構成員の参集について協力援助するものとす

る。 
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７．その他 

(1) 非常災害対策本部の名称には、その災害を端的に表現する名称を冠するものとする。 

(2) 本部長は、対策本部の運営に関し必要な事項を別途定めることができる。 

(3) 文部科学大臣は、災害対策の必要がなくなったと認められる場合は、対策本部を廃

止するものとする。 

 



 

 
45 

（別記１） 

文部科学省非常災害対策本部 本部員 名簿 

 

本 部 長  事 務 次 官 

本部長代理  文 部 科 学 審 議 官 

副本部長  官 房 長 

本 部 員  総 合 教 育 政 策 局 長（代理 担当審議官 ） 

           初 等 中 等 教 育 局 長（代理 担当審議官 ） 

      高  等  教  育  局  長（代理 担当審議官 ） 

      科 学 技 術 ・ 学 術 政 策 局 長（代理 担当審議官 ） 

      研 究 振 興 局 長（代理 担当審議官 ） 

      研 究 開 発 局 長（代理 担当審議官 ） 

      国 際 統 括 官（代理 大臣官房国際課長 ） 

      総 括 審 議 官（代理 大臣官房総務課長 ） 

           サイバーセキュリティ・政策立案総括審議官（代理 大 臣 官 房 総 務 課 副 長 ） 

      大臣官房文教施設企画・防災部長（代理 参事官（施設防災担当） ） 

      高 等 教 育 局 私 学 部 長（代理 私学行政課長 ） 

      大 臣 官 房 人 事 課 長（代理 大臣官房参事官 ） 

      大 臣 官 房 総 務 課 長（代理 副    長 ） 

      大 臣 官 房 会 計 課 長（代理 副    長 ） 

      大 臣 官 房 政 策 課 長（代理 大臣官房政策課企画官 ） 

      大臣官房文教施設企画・防災部技術参事官（代理 施設企画課長 ） 

           ス ポ ー ツ 庁 次 長（代理 担当審議官 ） 

      文 化 庁 次 長（代理 担当審議官 ） 

      その他本部長が指名する者 
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（別記２） 

文部科学省非常災害対策本部対策チーム 

 

１．構  成 

リーダー 総括審議官又はサイバーセキュリティ・政策立案総括審議官（※１） 

 リ ー ダ ー 代 理 官房参事官（※２）及び大臣官房文教施設企画・防災部技術参事官 

チーム員 大臣官房人事課副長 

大臣官房総務課副長 

大臣官房総務課法令審議室審議第四係長 

大臣官房文教施設企画・防災部災害対策企画官 

大臣官房文教施設企画・防災部参事官（施設防災担当）付防災調整係長 

初等中等教育局企画官（※３） 

上記の他、各局等指名者（※４）のうちリーダーが指名する者 

（※１） 予め官房長が順位を定める 

（※２） 予め官房長が指名した者 

（※３） 予め初等中等教育局が指名した者 

（※４） 大臣官房（人事課、総務課、会計課、政策課、国際課、文教施設企画・防

災部）、総合教育政策局、初等中等教育局、高等教育局、科学技術・学術政

策局、研究振興局、研究開発局、スポーツ庁、文化庁において、予め室長級、

補佐級又は係長級（各局等の中で連絡調整を担っている者）から指名した３

名 

 

２．事務分掌 

  (1) リーダーは、副本部長の指揮の下に対策チームの事務を総括する。 

(2) リーダー代理は、リーダーを助け、リーダーに事故のある場合は、その職務を代

理する。 

(3) 対策チームは担当局等と連携し、文部科学省及び関係機関の災害対策の検討及び

調整、被害情報の収集及びとりまとめ、被災地域の支援ニーズの積極的把握を行う

とともに、官邸等に災害対策に関する体制が整備された際は、関係職員を参画させ、

災害対策の連絡調整等を図る。また、災害対策基本法に基づき設置される非常災害

対策本部、緊急災害対策本部、関係省庁等との連絡調整、本省内部部局との連絡調

整及びとりまとめ、対策本部の庶務を行う。 

 



参照３ 
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文部科学省災害応急対策本部設置要領 

 

１．応急対策本部の事務 

文部科学省災害応急対策本部（以下「応急対策本部」という。）は、相当規模の災

害が発生し又は発生するおそれがある場合に、文教施設に係る被災状況等の災害情報

の交換・確認及び災害応急対策に関する事務を行うものとする。 

 

２．応急対策本部の構成 

  (1) 応急対策本部の長は、文部科学省応急対策本部長（以下「本部長」という。）と

し、応急対策本部の事務を総括する。 

  (2) 応急対策本部に、本部長代理、副本部長、本部員を置く。 

  (3) 本部長代理は、本部長を助け、本部長に事故のある場合は、その職務を代理する。 

  (4) 副本部長は、本部長及び本部長代理を助け、本部長及び本部長代理に事故のある

場合は、その職務を代理する。 

  (5) 本部長、本部長代理、副本部長及び本部員は、別記１に掲げる者をもって充てる。 

 

３．応急対策本部会議 

  (1) 応急対策本部に応急対策本部会議を置き、本部長、本部長代理、副本部長及び本

部員をもって構成する。 

  (2) 応急対策本部会議は、本部長が必要に応じて招集し、応急対策本部の事務につい

て審議、調整等を行う。 

  (3) 応急対策本部会議は、原則として非常災害対策センターで開催する。 

 

４．関係各局課の協力 

   関係各局課は、応急対策本部の事務について協力援助するものとする。 

 

５．その他 

(1) 応急対策本部の名称には、その災害を端的に表現する名称を冠するものとする。 

(2) 応急対策本部の庶務は、大臣官房文教施設企画・防災部参事官（施設防災担当）

付が行うものとする。 

(3) 文部科学省非常災害対策本部が設置された場合、又は、応急対策本部の所期の目

的が達成された場合においては、当該災害に係る応急対策本部は廃止するものとす

る。 
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（別記１） 

                    文部科学省災害応急対策本部 本部員 名簿 

 
本 部 長  官 房 長 
本部長代理  総 括 審 議 官 
副本部長  大 臣 官 房 文 教 施 設 企 画 ・ 防 災 部 長 
本 部 員    大 臣 官 房  サイバーセキュリティ・政策立案総括審議官 
                            人 事 課 長 
                             総 務 課 長 
                              会 計 課 長 
                              政 策 課 長 
                              国 際 課 長 
                              参 事 官 
                                文 部 科 学 広 報 官 
            文教施設企画・防災部  技  術  参  事  官 
                             施 設 企 画 課 長 
                                施 設 助 成 課 長 
                             計 画 課 長 
                  参 事 官 （ 施 設 防 災 担 当 ） 
        総 合 教 育 政 策 局  政 策 課 長 
                              地 域 学 習 推 進 課 長 
                  男女共同参画共生社会学習・安全課長 
        初 等 中 等 教 育 局 初 等 中 等 教 育 企 画 課 長 
                              財 務 課 長 
                              教 科 書 課 長 
                  健 康 教 育 ・ 食 育 課 長 
        高 等 教 育 局 高 等 教 育 企 画 課 長 
                                大 学 教 育 ・ 入 試 課 長 
                              医 学 教 育 課 長 
                                国 立 大 学 法 人 支 援 課 長 
        私     学     部  私 学 行 政 課 長 
                              私 学 助 成 課 長 
        科学技術・学術政策局  政 策 課 長 
        研 究 振 興 局  振 興 企 画 課 長 
        研 究 開 発 局  開 発 企 画 課 長 
                        地 震 火 山 防 災 研 究 課 長 
                        地震火山防災研究課地震火山室長 
            ス ポ ー ツ 庁  政 策 課 長 
                   参 事 官 （ 地 域 振 興 担 当 ） 
        文 化 庁  政 策 課 長 
                     文 化 資 源 活 用 課 長 
       その他本部長が指名する者 

 

※本部員の参集が困難な場合は、各課室等において代理の者を出席させるものとする。 

※災害の程度及び内容に応じて、本部員のうち特に関係のある局課の職員をもって構成す

ることができるものとする。 



参照４ 
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文部科学省災害情報連絡室設置要領 

 

１．情報連絡室の事務 

   文部科学省災害情報連絡室（以下「情報連絡室」という。）は、災害発生後の初動

期等における、迅速かつ適切な情報収集、連絡活動を行うものとする。 

 

２．情報連絡室の構成等 

  (1) 情報連絡室の長は、大臣官房文教施設企画・防災部参事官（施設防災担当）とし、

情報連絡室の事務を総括する。 

  (2) 情報連絡室の構成員は、参事官（施設防災担当）付職員をもって充てるものとす

る。 

  (3) 災害情報の交換、確認に関する連絡等は、原則として、各局課の筆頭課を通じて

行うものとする。 

 

３．関係各局課の協力 

   関係各局課は、情報連絡室の事務について協力援助するものとする。 

 

４．その他 

  (1) 情報連絡室の名称には、その災害を端的に表現する名称を冠するものとする。 

  (2) 情報連絡室の庶務は、大臣官房文教施設企画・防災部参事官（施設防災担当）付

が行うものとする。 

  (3) 文部科学省非常災害対策本部又は災害応急対策本部が設置された場合、又は、情

報連絡室の所期の目的が達成された場合においては、当該災害に係る情報連絡室は

廃止するものとする。 

 



参照５ 
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文部科学省復興対策本部設置要領 

 

１．復興本部の事務 

 文部科学省復興対策本部（以下「復興本部」という。）は、関係府省等との連絡調整、

被災地の復旧及び復興、並びに被災者の支援に係る文部科学省の施策の総合的な推進に

関する事務を行う。 

 

２．復興本部の構成 

(1) 復興本部の長は、文部科学省復興対策本部長（以下「本部長」という。）とし、復

興本部の事務を総括する。 

(2) 復興本部に、本部長代理、本部員を置く。 

(3) 本部長代理は、本部長を助け、本部長に事故のある場合は、その職務を代理する。 

(4) 本部長、本部長代理及び本部員は、別記に掲げる者をもって充てる。 

 

３．本部会議 

(1) 復興本部に本部会議を置き、本部長、本部長代理及び本部員をもって構成する。 

(2) 本部会議は、本部長が必要に応じて召集し、復興本部の事務について重要事項の審

議、調整等を行う。 

 

４．復興対策チームの設置等 

(1) 復興本部の事務を遂行するため、復興本部に復興対策チーム（以下「対策チーム」

という。）を置く。 

(2) 対策チームは、非常災害対策本部対策チームの構成と同じとする。 

(3) チームリーダーは、関係各局課員の指名する者をチーム員として対策チームに参加

させることができる。 

(4) 復興本部の庶務は、対策チームが関係局課の協力を得て行う。 

 

５．その他 

(1) 復興対策本部の名称には、その災害を端的に表現する名称を冠するものとする。 

(2) 復興対策の必要がなくなったと認められる場合は、復興本部を廃止するものとする。 
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（別記） 

文部科学省復興対策本部 本部員 名簿 

 

  本 部 長   事 務 次 官 

  本部長代理    ス ポ ー ツ 庁 長 官 

          文 化 庁 長 官 

          文 部 科 学 審 議 官 

  本 部 員    官 房 長 

           総 合 教 育 政 策 局 長 

                初 等 中 等 教 育 局 長 

           高  等  教  育  局  長 

           科 学 技 術 ・ 学 術 政 策 局 長 

           研 究 振 興 局 長 

           研 究 開 発 局 長 

           国 際 統 括 官 

           総 括 審 議 官 

                サイバーセキュリティ・政策立案総括審議官 

           大臣官房文教施設企画・防災部長 

           高 等 教 育 局 私 学 部 長 

           大 臣 官 房 人 事 課 長 

           大 臣 官 房 総 務 課 長 

           大 臣 官 房 会 計 課 長 

           大 臣 官 房 政 策 課 長 

           大 臣 官 房 国 際 課 長 

           大 臣 官 房 参 事 官 

          ス ポ ー ツ 庁 次 長 

            文 化 庁 次 長 

           その他本部長が指名する者 
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文部科学省地震発生時非常参集要領 

 

１．第１次参集体制 

 (1) 「全国で震度５弱若しくは５強の地震」若しくは「南関東地域（平成 13年５月 25

日中央防災会議主事会議申合せによる）以外に震度６弱の地震」が発生又は「津波警

報」若しくは「大津波警報」が発令された場合、又は「噴火警報」が発令された場合

には、情報連絡要員（別紙１）に対し、電話連絡網等により地震情報等の伝達を行う。

ただし、災害情報連絡室長が必要がないと認める場合はこの限りではない。 

 (2) 情報連絡要員のうち非常参集要員（別紙１）は、直ちに文部科学省に参集し、被害

状況等の情報を収集する。ただし、災害情報連絡室長が必要がないと認める場合はこ

の限りではない。 

 (3) 連絡を受けた情報連絡要員は、テレビ放送等の情報に注意して、自宅で待機する等

連絡のとれる態勢を維持する。 

 (4) 被害状況等の情報を踏まえ、必要があると認められる場合は、第２次参集体制を要

請することができる。  

 

２．第２次参集体制 

 (1) 「南関東地域（平成 13 年５月 25 日中央防災会議主事会議申合せによる）で震度６

弱の地震」若しくは「全国で震度６強以上の地震」が発生又は「東海地震に係る地震

防災対策強化地域に係る東海地震注意情報」が発せられた場合には、情報連絡要員（別

紙２）に対し、電話連絡網等により地震情報等の伝達を行う。 

 (2) 連絡を受けた非常参集要員（別紙２）は、直ちに文部科学省に参集し、各局課の所

掌事務に係る人的、物的被害状況等の情報を収集する。 

 (3) 連絡を受けた情報連絡要員（非常参集要員を除く）は、テレビ放送等の情報に注意

して、自宅で待機する等連絡のとれる態勢を維持する。 

 (4) 参集した情報連絡要員は、必要に応じ対策本部を立ち上げ、本部の運営及び応急対

策について所要の措置を講じる。 

 (5) 電話の不通等により地震情報の伝達ができない場合、情報連絡要員は、テレビ放送

等の情報を踏まえ、必要があると認められる場合は、自発的に文部科学省に参集し、

所要の措置を講じる。 

 

３．第３次参集体制 

 (1) 文部科学大臣は、首都直下地震（東京 23区内で震度６強以上となる地震）の発生を

テレビ放送等により了知したときは、あらかじめ定められた参集場所に自発的に参集

する。 

 (2) 非常時参集要員（別紙３）は、首都直下地震の発生をテレビ放送等により了知した

ときは、自発的に文部科学省に参集する。 

 (3) 文部科学省に参集した非常時参集要員は、対策本部を立ち上げ、本部の運営及び応

急対策について所要の措置を講じる。 
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（別紙１） 

非 常 参 集 要 領 に お け る 各 要 員 

 

１．第１次参集体制の各要員 

各     要     員 ①  情報連絡要員 ② 非常参集要員 

 

(1)大 臣 官 房 文 教 施 設 企 画 ・ 防 災 部 長 

(2)      文教施設企画・防災部技術参事官 

(3)      総 務 課 長 

(4)      文教施設企画・防災部参事官（施設防災担当） 

(5)      文教施設企画・防災部災害対策企画官  

(6)      総 務 課 副 長 

(7)      総 務 課 総 務 班 主 査 

(8)      文教施設企画・防災部参事官（施設防災担当）付職員 

(9)       文教施設企画・防災部計画課職員 

(10)研究開発局 地震火山防災研究課課長補佐 

(11)対 策 チ ー ム 構 成 員 と な る 者 

 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連絡担当者 
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２．第２次参集体制の各要員                                            （別紙２） 
 

各     要     員 ① 情報連絡要員 ② 非常参集要員 
(1) 文 部 科 学 大 臣 
(2) 副 大 臣 
(3) 大 臣 政 務 官 
(4) 事 務 次 官 
(5) 文 部 科 学 審 議 官 
(6) 官 房 長 
(7) 総 合 教 育 政 策 局 長 
(8) 初 等 中 等 教 育 局 長 
(9) 高 等 教 育 局 長 
(10)科 学 技 術 ・ 学 術 政 策 局 長 
(11)研 究 振 興 局 長 
(12)研 究 開 発 局 長 
(13)国 際 統 括 官 
(14)総 括 審 議 官 
(15)サイバーセキュリティ・政策立案総括審議官 
(16)大臣官房文教施設企画・防災部長 
(17)高 等 教 育 局 私 学 部 長 
(18)大 臣 官 房 人 事 課 長 
(19)        総 務 課 長 
(20)        会 計 課 長 
(21)        政 策 課 長 
(22)               人 事 課 副 長 
(23)               会 計 課 副 長 
(24)          政策課サイバーセキュリティ・情報化推進室長 
(25)        国 際 課 長 
(26)               文 部 科 学 広 報 官 
(27)  文教施設企画・防災部 技 術 参 事 官 
(28)        施 設 企 画 課 長 
(29)               計 画 課 長 
(30)               参事官（施設防災担当） 
(31)        災 害 対 策 企 画 官 
(32)総合教育政策局 政 策 課 長 
(33)        地 域 学 習 推 進 課 長 
(34)初等中等教育局 初等中等教育企画課長 
(35)高 等 教 育 局 高 等 教 育 企 画 課 長 
(36)               国立大学法人支援課長 
(37) 私 学 部 私 学 行 政 課 長 
(38)科 学 技 術 ・ 学 術 政 策 局 政 策 課 長 
(39)研 究 振 興 局 振 興 企 画 課 長 
(40)研 究 開 発 局 開 発 企 画 課 長 
(41)           地震火山防災研究課長 
(42)               地 震 火 山 防 災 研 究 課 地 震 火 山 室 長 
(43)        原 子 力 課 長 
(44)大 臣 官 房 総 務 課 副 長 
(45)               総 務 班 主 査 
(46)           会計課 用 度 班 主 査 
(47)           会計課 管 理 班 主 査 
(48)    文教施設企画・防災部 参事官（施設防災担当）付職員 
(49)ス ポ ー ツ 庁 長 官 
(50)ス ポ ー ツ 庁 次 長 
(51)ス ポ ー ツ 庁 政 策 課 長 
(52)ス ポ ー ツ 庁 参事官（地域振興担当） 
(53)文 化 庁 長 官 
(54)文 化 庁 次 長 
(55)文 化 庁 政 策 課 長 
(56)        文 化 資 源 活 用 課 長 
(57)(22)～(43)、(51)(52)(55)及び(56)の担当補佐又はこれに相当する者 
(58)対 策 チ ー ム 構 成 員 と な る 者 

○ 
○ 
○ 
○ 
○ 
○ 
○ 
○ 
○ 
○ 
○ 
○ 
○ 
○ 
○ 
○ 
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○ 
○ 
○ 
○ 
○ 
○ 
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○ 
○ 
○ 
○ 
○ 
○ 
○ 
○ 
○ 
○ 
○ 
○ 
○ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 
○ 
○ 
 
 
○ 
 
 
○ 
 
 
 
 
○ 
 
 
○ 
○ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 
○ 

 ○※ 
○ 
○ 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 
○ 

※文部科学省を含む首都圏が被災した場合に限り参集する。 
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３．第３次参集体制の各要員                                          （別紙３） 
 

各     要     員 非常時参集要員 

(1) 文 部 科 学 大 臣 
(2) 副 大 臣 
(3) 大 臣 政 務 官 
(4) 事 務 次 官 
(5) 文 部 科 学 審 議 官 
(6) 官 房 長 
(7) 総 合 教 育 政 策 局 長 
(8) 初 等 中 等 教 育 局 長 
(9) 高 等 教 育 局 長 
(10)科 学 技 術 ・ 学 術 政 策 局 長 
(11)研 究 振 興 局 長 
(12)研 究 開 発 局 長 
(13)国 際 統 括 官 
(14)総 括 審 議 官 
(15)サイバーセキュリティ・政策立案総括審議官 
(16)大臣官房文教施設企画・防災部長 
(17)高 等 教 育 局 私 学 部 長 
(18)大 臣 官 房 人 事 課 長 
(19)        総 務 課 長 
(20)        会 計 課 長 
(21)        政 策 課 長 
(22)               人 事 課 副 長 
(23)               会 計 課 副 長 
(24)               政策課サイバーセキュリティ・情報化推進室長 
(25)        国 際 課 長 
(26)               文 部 科 学 広 報 官 
(27) 文教施設企画・防災部 技 術 参 事 官 
(28)               施 設 企 画 課 長 
(29)               計 画 課 長 
(30)               参事官（施設防災担当） 
(31)        災 害 対 策 企 画 官 
(32)総合教育政策局 政 策 課 長 
(33)        地 域 学 習 推 進 課 長 
(34)初等中等教育局 初等中等教育企画課長 
(35)高 等 教 育 局 高 等 教 育 企 画 課 長 
(36)               国立大学法人支援課長 
(37) 私 学 部 私 学 行 政 課 長 
(38)科 学 技 術 ・ 学 術 政 策 局 政 策 課 長 
(39)研 究 振 興 局 振 興 企 画 課 長 
(40)研 究 開 発 局 開 発 企 画 課 長 
(41)           地震火山防災研究課長 
(42)               地 震 火 山 防 災 研 究 課 地 震 火 山 室 長 
(43)        原 子 力 課 長 
(44)大 臣 官 房 総 務 課 副 長 
(45)               総 務 班 主 査 
(46)           会計課 用 度 班 主 査 
(47)           会計課 管 理 班 主 査 
(48)    文教施設企画・防災部 参事官（施設防災担当）付職員 
(49)ス ポ ー ツ 庁 長 官 
(50)ス ポ ー ツ 庁 次 長 
(51)ス ポ ー ツ 庁 政 策 課 長 
(52)ス ポ ー ツ 庁 参事官（地域振興担当） 
(53)文 化 庁 長 官 
(54)文 化 庁 次 長 
(55)文 化 庁 政 策 課 長 
(56)        文 化 資 源 活 用 課 長 
(57)(22)～(43)、(51)(52)(55)及び(56)の担当補佐又はこれに相当する者 
(58)(1)～(56)以外の非常時優先業務を行う者 
(59)対 策 チ ー ム 構 成 員 と な る 者 

○ 
○ 
○ 
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                                                                       （参考１） 

震度別の非常参集体制 

地震の規模 南関東 南関東以外 

震度５弱 第１次 第１次 

震度５強 第１次 第１次 

震度６弱 第２次 第１次 

震度６強以上 第２次 第２次 

ただし、首都直下地震（東京 23区内で震度６強以上となる地震）については第３次参集

体制とする。 

                                                                      （参考２） 

平成 13 年５月 25 日中央防災会議主事会議申合せによる南関東地域 

都 県 名 地 域 名 区       域 

埼 玉 県 埼玉県南部 さいたま市、川越市、川口市、所沢市、飯能市、春日部市、
狭山市、上尾市、草加市、越谷市、蕨市、戸田市、入間市、
鳩ヶ谷市、朝霞市、志木市、和光市、新座市、桶川市、北本
市、八潮市、富士見市、三郷市、蓮田市、坂戸市、幸手市、
鶴ヶ島市、日高市、吉川市、ふじみ野市、北足立郡伊奈町、
入間郡三芳町、同郡毛呂山町、同郡越生町、比企郡川島町、
南埼玉郡宮代町、同郡白岡町、北葛飾郡杉戸町及び同郡松伏
町の区域 

千 葉 県 千葉県北西部 千葉市、市川市、船橋市、松戸市、野田市、成田市、佐倉市、
習志野市、柏市、市原市、流山市、八千代市、我孫子市、鎌
ヶ谷市、浦安市、四街道市、八街市、印西市、白井市、富里
市、印旛郡酒々井町、同郡印旛村、 
同郡本埜村及び同郡栄町の区域 

東 京 都 23区 千代田区、中央区、港区、新宿区、文京区、台東区、墨田区、
江東区、品川区、目黒区、大田区、世田谷区、渋谷区、中野
区、杉並区、豊島区、北区、荒川区、板橋区、練馬区、足立
区、葛飾区及び江戸川区の区域 

多摩東部 八王子市、立川市、武蔵野市、三鷹市、府中市、昭島市、調
布市、町田市、小金井市、小平市、日野市、東村山市、国分
寺市、国立市、福生市、狛江市、東大和市、清瀬市、東久留
米市、武蔵村山市、多摩市、稲城市、羽村市、西東京市及び
西多摩郡瑞穂町の区域 

多摩西部 青梅市、あきる野市、西多摩郡日の出町、同郡檜原村及び同
郡奥多摩町の区域 

神奈川県 神奈川県東部 横浜市、川崎市、横須賀市、平塚市、鎌倉市、藤沢市、茅ヶ
崎市、逗子市、三浦市、大和市、海老名市、座間市、綾瀬市、
三浦郡葉山町、高座郡寒川町、中郡大磯町及び同郡二宮町の
区域 

 



参照７ 
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首都直下地震発生時における 

文部科学省非常時参集要員の代理指名等について 

 

１．目的 

「文部科学省防災業務計画」第１編第３節（８）に定める非常時優先業務を実施す

る文部科学省非常時参集要員（非常災害対策本部構成員（本部員及び対策チーム員）

及びその他の非常時参集要員）の代理指名等について必要な事項を定める。なお、首

都直下地震とは、東京 23区内で震度６強以上となる地震をいう。 

 

２．本部員の暫定代理の指名 

本部員は、首都直下地震が発生したときに、自らが速やかに参集できない場合に備

えて、既に定められている代理に加え、速やかに参集可能な者を、初動時において本

部員等が参集するまでの間の暫定的な代理（以下「暫定代理」という。）としてあら

かじめ指名する。 

 

３．対策チーム員の代理の指名 

対策チーム員については、所属する課室において、その代理を指名する。その際、

対策チーム員及び代理のいずれか１名は速やかに参集可能な者とする。 

 

４．その他の非常時参集要員及び代理の指名 

その他の非常時参集要員については、非常時優先業務を持つ課室において、当該業

務に最低限必要な人数の主担当者とその代理を上記４．に準じ指名する。 

 

５．非常時参集要員等の参集 

非常時参集要員（当該代理及び暫定代理を含む。）は、首都直下地震が発生したと

きは、可能な限り速やかにその所属する部局へ自発的に参集する。 

 

６．名簿の作成 

非常時優先業務を持つ課室は、非常時参集要員（代理、暫定代理を含む。）の氏名、

役職名、住所、認証用携帯の電話番号及びメールアドレスを記載した名簿を作成し、

人事異動に伴い見直しを行う。 


